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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　着色剤（Ａ）、バインダー樹脂（Ｂ）、モノマー（Ｃ）、および有機溶剤（Ｄ）を含む
カラーフィルタ用着色組成物であって、
着色剤（Ａ）が、側鎖にカチオン性基を有する樹脂（ａ１）とアニオン性染料（ａ２）と
を反応させて得られた造塩化合物（Ａ１）を含有し、かつ、
　側鎖にカチオン性基を有する樹脂（ａ１）が、樹脂（ａ１）に含有される全構造単位を
１００重量％とした場合に、下記一般式（１）で表される構造単位を１０～５０重量％含
むビニル系樹脂であり、
モノマー（Ｃ）が、酸基を有する多官能モノマー（Ｃ１）を含有することを特徴とするカ
ラーフィルタ用着色組成物。
一般式（１）：
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【化１】

[一般式（１）中、Ｒ1は水素原子、または置換もしくは無置換のアルキル基を表す。Ｒ2

～Ｒ4 は、それぞれ独立に、水素原子、置換されていてもよいアルキル基、置換されてい
てもよいアルケニル基、または置換されていてもよいアリール基を表し、Ｒ2～Ｒ4のうち
２つが互いに結合して環を形成しても良い。Ｑはアルキレン基、アリーレン基、―ＣＯＮ
Ｈ－Ｒ5－、―ＣＯＯ－Ｒ5－を表し、Ｒ5はアルキレン基を表す。Ｙ-は無機または有機の
アニオンを表す。]
【請求項２】
　酸基を有する多官能モノマー（Ｃ１）の酸基が、カルボン酸であることを特徴とする請
求項１に記載のカラーフィルタ用着色組成物。
【請求項３】
　さらに光重合開始剤（Ｇ）を含有することを特徴とする請求項１または２に記載のカラ
ーフィルタ用着色組成物。
【請求項４】
　バインダー樹脂（Ｂ）が，アルカリ可溶性感光性樹脂（Ｂ１）を含有することを特徴と
する請求項１～３いずれか１項に記載のカラーフィルタ用着色組成物。
【請求項５】
　基板上に、請求項１～４いずれか１項に記載のカラーフィルタ用着色組成物により形成
されてなるフィルタセグメントを具備することを特徴とするカラーフィルタ。

                                                                                
      
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、カラー液晶表示装置、カラー撮像管素子等に用いられるカラーフィルタの製
造に使用されるカラーフィルタ用着色組成物、及びこれを用いて形成されてなるフィルタ
セグメントを備えるカラーフィルタに関するものである。
【背景技術】
【０００２】
　液晶表示装置は、近年その薄型であることゆえの省スペース性や軽量性、また省電力性
などが評価され、最近ではテレビ用途への普及が急速に進んでいる。テレビ用途向けでは
、輝度やコントラストなどの性能をより高めることが要求されており、カラー液晶表示装
置を構成する部材であるカラーフィルタにおいても、さらなる透過度の向上、コントラス
トの高度化などが望まれている。
【０００３】
　カラーフィルタの作製方法としては、フォトレジストによるパターン形成の後、パター
ンを染色する染色法や、予め所定パターンの透明電極を形成しておき、電圧印加により溶
媒に溶解・分散された顔料含有樹脂をイオン化させパターン形成する電着法、熱硬化樹脂
または紫外線硬化樹脂を含むインクを用いてオフセット印刷等する印刷法、フォトレジス
ト材料に顔料等の着色剤を分散させたカラーレジスト剤を使用する顔料分散法、などが知
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られており、最近では、顔料分散法が主流になっている。しかし、顔料を着色剤として用
いたカラーフィルタは、顔料粒子による光の散乱等により、液晶によって制御された偏光
度合いを乱してしまい、その結果、カラー液晶表示装置の輝度やコントラストの低下を招
きやすいという問題がある。
【０００４】
　この問題を解消する技術として、硬化性組成物の媒体中に溶解した状態で存在し得る染
料を着色剤とした染料系の硬化性組成物の実用化が検討、提案されている（例えば、特許
文献１参照）。しかし、着色剤に染料を用いたカラーフィルタには、以下の様な課題があ
る。すなわち、カラーレジスト剤に用いる染料には、耐熱、耐光性と樹脂及び樹脂に使用
される有機溶剤への溶解性が要求される。
【０００５】
　そこで、溶解性を増すと共に耐熱、耐光性を向上させるために、アニオン性染料とカチ
オン系界面活性剤との塩を着色剤として用いたカラーフィルタが提案されている（例えば
、特許文献２、３参照）。一般に、アニオン性染料のスルホン酸ナトリウム基（－ＳＯ3

Ｎａ）を有機アミンの塩に変えることによって、アニオン性染料の有機溶剤への溶解性が
増すことが知られている。上記の着色剤では、アニオン性染料のスルホン酸ナトリウム基
をカチオン性界面活性剤の母体の塩に変えることによって、有機溶剤へのアニオン性染料
の溶解性が増すと共に、分子量を大きくすることで耐熱、耐光性を向上させている。しか
しながら、これらの方法では、カラーフィルタ作製時に使用する溶剤に対し、十分な溶解
性を得ることができず、樹脂との相溶性も悪いため、カラーフィルタ用着色組成物の長期
保存安定性と、塗膜とガラス等の透明基板との間で強固な密着性を与えることは困難であ
った。
【０００６】
　また、アニオン性染料の造塩化合物としては、カチオン性樹脂をカウンタとして用いた
ものが結晶性水性着色材料として検討されているが（例えば、特許文献４参照）、これら
のものは染料を粒子状態で使用することが目的であり、溶解状態での使用が求められるカ
ラーフィルタ用途では、詳細な検討がなされていない。
【０００７】
　一方、アミド構造を有する単量体を共重合させた共重合体溶液にアニオン性染料を添加
した着色樹脂組成物も提案されている（例えば、特許文献５参照）。これは、アミド構造
がアニオン性染料との染着点として働くことにより、塗膜中の染料を安定化させ、耐性を
向上させている。しかし、ここで開示される方法では、有機溶剤中で共重合体とアニオン
染料を混合するため、極性の高い染料が十分溶解されず、異物が発生するという問題があ
った。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００８】
【特許文献１】特開平６－７５３７５号公報
【特許文献２】特開平５－３３３２０７号公報
【特許文献３】特開２００４－３０７３９１号公報
【特許文献４】特開２００５－３５０６４８号公報
【特許文献５】特開２０００－３５２８１９号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００９】
　本発明の目的は、保存安定性に優れたカラーフィルタ用着色組成物、並びに塗膜への異
物発生もなく、ガラス等の透明基板との間での強固な密着性を有するカラーフィルタを提
供することである。
【００１０】
　また本発明は、現像性が良好で、現像後の基板上の非画素部への着色組成物の残留（現
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像残渣）や画素部のパターン欠け及び／または剥れがなく、高透過率で高生産性の、カラ
ーフィルタ材料として好適な着色組成物及びこれを用いて形成されるカラーフィルタを提
供することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【００１１】
　本発明者らは、前記諸問題を解決するために鋭意研究を重ねた結果、側鎖にカチオン性
基を有する樹脂（ａ１）と、アニオン性染料（ａ２）とを反応させて得られた造塩化合物
（Ａ１）を着色剤剤（Ａ）とし、また酸基を有する多官能モノマー（Ｃ１）を含有するカ
ラーフィルタ用着色組成物が、保存安定性に優れ、塗膜への異物発生もなく、ガラス等の
透明基板との間での強固な密着性を有し，また現像性が良好で、現像後の基板上の非画素
部への着色組成物等の残渣の発生を抑制できること見出し、この知見に基づいて本発明を
なしたものである。
【００１２】
　すなわち、本発明は、着色剤（Ａ）、バインダー樹脂（Ｂ）、モノマー（Ｃ）、および
有機溶剤（Ｄ）を含むカラーフィルタ用着色組成物であって、着色剤（Ａ）が、側鎖にカ
チオン性基を有する樹脂（ａ１）とアニオン性染料（ａ２）とを反応させて得られた造塩
化合物（Ａ１）を含有し、多官能モノマー（Ｃ）が、酸基を有する多官能モノマー（Ｃ１
）を含有することを特徴とするカラーフィルタ用着色組成物に関する。
【００１３】
　また、本発明は、側鎖にカチオン性基を有する樹脂（ａ１）が、下記一般式（１）で表
される構造単位を含むビニル系樹脂であることを特徴とする前記カラーフィルタ用着色組
成物に関する。
一般式（１）：
【００１４】
【化１】

 [一般式（１）中、Ｒ1は水素原子、または置換もしくは無置換のアルキル基を表す。Ｒ2

～Ｒ4 は、それぞれ独立に、水素原子、置換されていてもよいアルキル基、置換されてい
てもよいアルケニル基、または置換されていてもよいアリール基を表し、Ｒ2～Ｒ4のうち
２つが互いに結合して環を形成しても良い。Ｑはアルキレン基、アリーレン基、―ＣＯＮ
Ｈ－Ｒ5－、―ＣＯＯ－Ｒ5－を表し、Ｒ5はアルキレン基を表す。Ｙ-は無機または有機の
アニオンを表す。]
【００１５】
　また、本発明は、酸基を有する多官能モノマー（Ｃ１）の酸基が、カルボン酸であるこ
とを特徴とする前記カラーフィルタ用着色組成物に関する。
　また、本発明は、さらに光重合開始剤（Ｇ）を含有することを特徴とする前記カラーフ
ィルタ用着色組成物に関する。
　また、本発明は、バインダー樹脂（Ｂ）が，アルカリ可溶性感光性樹脂（Ｂ１）を含有
することを特徴とする前記カラーフィルタ用着色組成物に関する。
【００１６】
　また、本発明は、基板上に、前記カラーフィルタ用着色組成物により形成されてなるフ
ィルタセグメントを具備することを特徴とするカラーフィルタに関する。
【発明の効果】
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【００１７】
　本発明においては、側鎖にカチオン性基を有する樹脂（ａ１）と、アニオン性染料（ａ
２）とを反応させて得られた造塩化合物（Ａ１）と、酸基を有する多官能モノマー（Ｃ１
）を含有するカラーフィルタ用着色組成物を用いることで、高い保存安定性を有し、塗膜
形成時の異物発生もなく、密着性に優れ、かつ現像性が良好で、現像後の基板上の非画素
部への着色組成物等の残渣の発生を抑制できるカラーフィルタを得ることができる。
【発明を実施するための形態】
【００１８】
　以下、本発明を詳細に説明する。
　なお、本明細書において「アクリル、メタクリル」、のいずれか或いは双方を示す場合
「（メタ）アクリル」、と記載することがある。同様に、「アクリロイル、メタクリロイ
ル」のいずれか或いは双方を示す場合、「（メタ）アクリロイル」と記載することがある
。
【００１９】
　本発明のカラーフィルタ用着色組成物は、着色剤（Ａ）、バインダー樹脂（Ｂ）、モノ
マー（Ｃ）、および有機溶剤（Ｄ）を含むカラーフィルタ用着色組成物であって、
着色剤（Ａ）が、側鎖にカチオン性基を有する樹脂（ａ１）とアニオン性染料（ａ２）と
を反応させて得られた造塩化合物（Ａ１）を含有し、モノマー（Ｃ）が、酸基を有する多
官能モノマー（Ｃ１）を含有する。
【００２０】
　上記記載の着色組成物は、まず着色剤として含有される造塩化合物（Ａ１）が、側鎖に
カチオン性基を有する樹脂（ａ１）と、アニオン性染料（ａ２）とを反応させて得られた
塩構造を形成することにより、 バインダー樹脂（Ｂ）、モノマー（Ｃ）および溶剤との
相溶性が向上し、ゆえに着色組成物の安定性が向上し、異物の発生も抑制されると考えら
れる。
　加えて、モノマー（Ｃ）として含有される酸基を有する多官能モノマー（Ｃ１）により
，アルカリ現像性能が向上するため残渣が生じない。
【００２１】
　また、酸基を有する多官能モノマー（Ｃ１）の酸性官能基の影響により、ガラス表面へ
の密着性が向上するものと考えられる。
　これら２つを組み合わせる事により、着色組成物の安定性が向上し、異物発生を抑える
ことができ、現像残渣が生じず、かつ基材密着性が高くなるものと考察される。
【００２２】
［着色剤（Ａ）］
　着色剤（Ａ）は、側鎖にカチオン性基を有する樹脂（ａ１）と、アニオン性染料（ａ２
）とを反応させて得られた造塩化合物（Ａ１）を必須の成分として含み、必要に応じて顔
料を併用して用いることができる。
【００２３】
＜造塩化合物（Ａ１）＞
　造塩化合物（Ａ１）は、側鎖にカチオン性基を有する樹脂（ａ１）と、アニオン性染料
（ａ２）とを反応させて得られた造塩化合物である。
【００２４】
（側鎖にカチオン性基を有する樹脂（ａ１））
　側鎖にカチオン性基を有する樹脂（ａ１）としては、側鎖に少なくとも１つのオニウム
塩基を有するものであれば、特に制限はないが、好適なオニウム塩構造としては、入手性
等の観点からは、アンモニウム塩、ヨードニウム塩、スルホニウム塩、ジアゾニウム塩、
及びホスホニウム塩であることが好ましく、保存安定性（熱安定性）を考慮すると、アン
モニウム塩、ヨードニウム塩、及びスルホニウム塩であることがより好ましい。さらに好
ましくはアンモニウム塩である。
【００２５】
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　本発明の造塩化合物（Ａ１）を含有するカラーフィルタ用着色組成物を調製し、カラー
フィルタとしての特性を発現させる場合は、カラーフィルタ用着色組成物を構成するバイ
ンダー樹脂（Ｂ）と同種の樹脂を使用することが望ましい。本発明では、カラーフィルタ
用着色組成物にアクリル系樹脂が好ましく用いられることから、造塩化合物を得るための
側鎖にカチオン性基を有する樹脂（ａ１）としてはアクリル系樹脂であることが望ましい
。
【００２６】
　また、本発明の側鎖にカチオン性基を有する樹脂（ａ１）としては、下記一般式（１）
で表される構造単位を含むビニル系樹脂が好ましく用いられる。
一般式（１）
【００２７】
【化２】

[一般式（１）中、Ｒ1は水素原子、または置換もしくは無置換のアルキル基を表す。Ｒ2

～Ｒ4 は、それぞれ独立に、水素原子、置換されていてもよいアルキル基、置換されてい
てもよいアルケニル基、または置換されていてもよいアリール基を表し、Ｒ2～Ｒ4のうち
２つが互いに結合して環を形成しても良い。Ｑはアルキレン基、アリーレン基、―ＣＯＮ
Ｈ－Ｒ5－、―ＣＯＯ－Ｒ5－を表し、Ｒ5はアルキレン基を表す。Ｙ-は無機または有機の
アニオンを表す。]
【００２８】
　一般式（１）中、Ｒ1は、水素原子、または置換若しくは無置換のアルキル基を表す。
Ｒ1におけるアルキル基としては、例えば、メチル基、エチル基、プロピル基、ｎ－ブチ
ル基、ｉ－ブチル基、ｔ－ブチル基、ｎ－ヘキシル基、シクロヘキシル基が挙げられる。
該アルキル基としては、炭素数１～１２のアルキル基が好ましく、炭素数１～８のアルキ
ル基がより好ましく、炭素数１～４のアルキル基が特に好ましい。
【００２９】
　Ｒ1で表されるアルキル基が置換基を有する場合、該置換基としては、例えば、水酸基
、アルコキシル基等が挙げられる。
【００３０】
　上記の中でも、Ｒ1としては、水素原子またはメチル基が最も好ましい。
【００３１】
　一般式（１）中、Ｒ2～Ｒ4としては、それぞれ独立に、水素原子、置換されていてもよ
いアルキル基、置換されていてもよいアルケニル基、または置換されていてもよいアリー
ル基が挙げられる。
【００３２】
　ここで、Ｒ2～Ｒ4におけるアルキル基としては、例えば、直鎖アルキル基（メチル、エ
チル、ｎ－プロピル、ｎ－ブチル、ｎ－ペンチル、ｎ－オクチル、ｎ－デシル、ｎ－ドデ
シル、ｎ－テトラデシル、ｎ－ヘキサデシル及びｎ－オクタデシル等）、分岐アルキル基
（イソプロピル、イソブチル、ｓｅｃ－ブチル、ｔｅｒｔ－ブチル、イソペンチル、ネオ
ペンチル、ｔｅｒｔ－ペンチル、イソヘキシル、２－エチルヘキシル及び１，１，３，３
－テトラメチルブチル等）、シクロアルキル基（シクロプロピル、シクロブチル、シクロ
ペンチル及びシクロヘキシル等）及び架橋環式アルキル基（ノルボルニル、アダマンチル
及びピナニル等）が挙げられる。該アルキル基としては、炭素数１～１８のアルキル基が
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好ましく、さらに好ましくは炭素数１～８のアルキル基である。
【００３３】
　Ｒ2～Ｒ4におけるアルケニル基としては、例えば、直鎖又は分岐のアルケニル基（ビニ
ル、アリール、１－プロペニル、２－プロペニル、１－ブテニル、２－ブテニル、３－ブ
テニル、１－メチル－１－プロペニル、１－メチル－２－プロペニル、２－メチル－１－
プロペニル及び２－メチル－２－プロぺニル等）、シクロアルケニル基（２－シクロヘキ
セニル及び３－シクロヘキセニル等）が挙げられる。該アルケニル基としては、炭素数２
～１８のアルケニル基が好ましく、さらに好ましくは炭素数２～８のアルケニル基である
。
【００３４】
　Ｒ2～Ｒ4におけるアリール基としては、例えば、単環式アリール基（フェニル等）、縮
合多環式アリール基（ナフチル、アントラセニル、フェナンスレニル、アントラキノリル
、フルオレニル及びナフトキノリル等）及び芳香族複素環炭化水素基（チエニル（チオフ
ェンから誘導される基）、フリル（フランから誘導される基）、ピラニル（ピランから誘
導される基）、ピリジル（ピリジンから誘導される基）、９－オキソキサンテニル（キサ
ントンから誘導される基）及び９－オキソチオキサンテニル（チオキサントンから誘導さ
れる基）等）が挙げられる。
【００３５】
　Ｒ2～Ｒ4で表されるアルキル基、アルケニル基、アリール基が置換基を有する場合、該
置換基としては、例えば、ハロゲン原子、水酸基、アルコキシル基、アリールオキシ基、
アルケニル基、アシル基、アルコキシカルボニル基、カルボキシル基、及びフェニル基等
から選択される置換基が挙げられる。該置換基としては、中でも、ハロゲン原子、水酸基
、アルコキシル基、フェニル基が特に好ましい。
【００３６】
　Ｒ2～Ｒ4としては、安定性の観点から置換されていてもよいアルキル基が好ましく、無
置換のアルキル基が更に好ましい。
【００３７】
　また、Ｒ2～Ｒ4のうち２つが互いに結合して環を形成しても良い。
【００３８】
　一般式（１）中、ビニル部位とアンモニウム塩基を連結するＱの成分はアルキレン基、
アリーレン基、－ＣＯＮＨ－Ｒ5－、－ＣＯＯ－Ｒ5－を表し、Ｒ5はアルキレン基を表す
が、中でも、重合性、入手性の理由から、－ＣＯＮＨ－Ｒ5－、－ＣＯＯ－Ｒ5－であるこ
とが好ましい。また、Ｒ5がメチレン基、エチレン基、プロピレン基、ブチレン基である
ことが更に好ましく、エチレン基であることが特に好ましい。
【００３９】
　当該樹脂の対アニオンを構成する一般式（１）中におけるＹ-の成分は、無機または有
機のアニオンであればよい。対アニオンとしては、公知のものが制限なく採用でき、具体
的には、水酸化物イオン；塩化物イオン、臭化物イオン、ヨウ化物イオン等のハロゲンイ
オン；ギ酸イオン、酢酸イオン等のカルボン酸イオン；炭酸イオン、重炭酸イオン、硝酸
イオン、硫酸イオン、亜硫酸イオン、クロム酸イオン、ニクロム酸イオン、リン酸イオン
、シアン化物イオン、過マンガン酸イオン、さらには、ヘキサシアノ鉄（ＩＩＩ）酸イオ
ンのような錯体イオン等が挙げられる。合成適性や安定性の点からは、ハロゲンイオン及
びカルボン酸イオンが好ましく、ハロゲンイオンが最も好ましい。対アニオンがカルボン
酸イオン等の有機酸イオンである場合は、樹脂中に有機酸イオンが共有結合し、分子内塩
を形成していてもよい。
【００４０】
　本発明の好ましい様態である一般式（１）で表される構造単位を含むビニル系樹脂を得
るには、アンモニウム塩基を有するエチレン性不飽和単量体を単量体成分として共重合す
る方法だけでなく、アミノ基を有するエチレン性不飽和単量体を単量体成分として共重合
したアミノ基を有するアクリル系樹脂を得た後、オニウム塩化剤を反応させ、アンモニウ
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ム塩化する方法により得ても良い。
【００４１】
　アンモニウム塩基を有するエチレン性不飽和単量体を単量体成分として共重合する場合
、４級アンモニウム塩基を有するエチレン性不飽和単量体としては、例えば（メタ）アク
リロイルオキシエチルトリメチルアンモニウムクロライド、（メタ）アクリロイルオキシ
エチルトリエチルアンモニウムクロライド、（メタ）アクリロイルオキシエチルジメチル
ベンジルアンモニウムクロライド、（メタ）アクリロイルオキシエチルメチルモルホリノ
アンモニウムクロライド等のアルキル（メタ）アクリレート系第４級アンモニウム塩、（
メタ）アクリロイルアミノプロピルトリメチルアンモニウムクロライド、（メタ）アクリ
ロイルアミノエチルトリエチルアンモニウムクロライド、（メタ）アクリロイルアミノエ
チルジメチルベンジルアンモニウムクロライド等のアルキル（メタ）アクリロイルアミド
系第４級アンモニウム塩、ジメチルジアリルアンモニウムメチルサルフェート、トリメチ
ルビニルフェニルアンモニウムクロライド等が挙げられる。
【００４２】
　アミノ基を有するアクリル系樹脂を得た後、オニウム塩化剤を反応させ、アンモニウム
塩化する場合、アミノ基を有するエチレン性不飽和単量体として、例えば、ジメチルアミ
ノエチル（メタ）アクリレート、ジエチルアミノエチル（メタ）アクリレート、ジプロピ
ルアミノエチル（メタ）アクリレート、ジイソプロピルアミノエチル（メタ）アクリレー
ト、ジブチルアミノエチル（メタ）アクリレート、ジイソブチルアミノエチル（メタ）ア
クリレート、ジｔ－ブチルアミノエチル（メタ）アクリレート、ジメチルアミノプロピル
（メタ）アクリルアミド、ジエチルアミノプロピル（メタ）アクリルアミド、ジプロピル
アミノプロピル（メタ）アクリルアミド、ジイソプロピルアミノプロピル（メタ）アクリ
ルアミド、ジブチルアミノプロピル（メタ）アクリルアミド、ジイソブチルアミノプロピ
ル（メタ）アクリルアミド、ジｔ－ブチルアミノプロピル（メタ）アクリルアミド等のジ
アルキルアミノ基を有する（メタ）アクリル酸エステルまたは（メタ）アクリルアミドが
挙げられ、ジメチルアミノスチレン、ジメチルアミノメチルスチレン等のジアルキルアミ
ノ基を有するスチレン類、ジアリルメチルアミン、ジアリルアミン等のジアリルアミン化
合物、Ｎ－ビニルピロリジン、Ｎ－ビニルピロリドン、Ｎ－ビニルカルバゾール等のアミ
ノ基含有芳香族ビニル系単量体が挙げられる。
【００４３】
　オニウム塩化剤としては、例えば、ジメチル硫酸、ジエチル硫酸、またはジプロピル硫
酸等のアルキル硫酸、ｐ－トルエンスルホン酸メチル、またはベンゼンスルホン酸メチル
等のスルホン酸エステル、メチルクロライド、エチルクロライド、プロピルクロライド、
またはオクチルクロライド等のアルキルクロライド、メチルブロマイド、エチルブロマイ
ド、プロピルブロマイド、またはオクチルクロブロマイド等のアルキルブロマイド、ある
いは、ベンジルクロライド、またはベンジルブロマイド等が挙げられる。
【００４４】
　アミノ基とオニウム塩化剤との反応は、通常はアミノ基に対して等モル以下のオニウム
塩化剤を、アミノ基を有する重合体溶液に滴下することによって行うことができる。アン
モニウム塩化反応時の温度は９０℃程度以下であり、特にビニルモノマーをアンモニウム
塩化する場合には３０℃程度以下が好ましく、反応時間は１～４時間程度である。
【００４５】
　別に、オニウム塩化剤として、アルコキシカルボニルアルキルハライドを使用すること
もできる。アルコキシカルボニルアルキルハライドは下記一般式（２）で表される。
【００４６】
　一般式（２）

　　Ｚ－Ｒ5－ＣＯＯＲ6

　一般式（２）中、Ｚは、塩素、または臭素等のハロゲン、好ましくは臭素であり、Ｒ5
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は、炭素数１～６、好ましくは１～５、より好ましくは１～３のアルキレン基であり、Ｒ

6は、炭素数１～６、好ましくは１～３の低級アルキル基である。
【００４７】
　アミノ基とアルコキシカルボニルアルキルハライドとの反応は、アミノ基に対して等モ
ル以下のアルコキシカルボニルアルキルハライドを上記オニウム塩化剤同様に反応させた
後、－ＣＯＯＲ9を加水分解してカルボキシレートイオン（－ＣＯＯ-）に変換することに
より得られる。これにより、一般式（２）式で示すカルボキシベタイン構造を有しアンモ
ニウム塩基を有する重合体を得ることができる。
【００４８】
　その他、本発明の側鎖にカチオン性基を有する構造単位を形成するエチレン性不飽和単
量体と併用して用いることができるその他のエチレン性不飽和単量体として、クロトン酸
エステル類、ビニルエステル類、マレイン酸ジエステル類、フマル酸ジエステル類、イタ
コン酸ジエステル類、ビニルアルコールのエステル類、（メタ）アクリルアミド類、ビニ
ルエーテル類、ビニルアルコールのエステル類、スチレン類、（メタ）アクリロニトリル
などが挙げられる。また、酸基を有する単量体に由来する共重合単位を含んでいても良い
。
【００４９】
　クロトン酸エステル類の例としては、クロトン酸ブチル、及びクロトン酸ヘキシル等が
挙げられる。
【００５０】
　ビニルエステル類の例としては、ビニルアセテート、ビニルプロピオネート、ビニルブ
チレート、ビニルメトキシアセテート、及び安息香酸ビニルなどが挙げられる。
【００５１】
　マレイン酸ジエステル類の例としては、マレイン酸ジメチル、マレイン酸ジエチル、及
びマレイン酸ジブチルなどが挙げられる。
【００５２】
　フマル酸ジエステル類の例としては、フマル酸ジメチル、フマル酸ジエチル、及びフマ
ル酸ジブチルなどが挙げられる。
【００５３】
　イタコン酸ジエステル類の例としては、イタコン酸ジメチル、イタコン酸ジエチル、及
びイタコン酸ジブチルなどが挙げられる。
【００５４】
　（メタ）アクリルアミド類の例としては、（メタ）アクリルアミド、Ｎ－メチル（メタ
）アクリルアミド、Ｎ－エチル（メタ）アクリルアミド、Ｎ－プロピル（メタ）アクリル
アミド、Ｎ－イソプロピル（メタ）アクリルアミド、Ｎ－ｎ－ブチルアクリル（メタ）ア
ミド、Ｎ－ｔ－ブチル（メタ）アクリルアミド、Ｎ－シクロヘキシル（メタ）アクリルア
ミド、Ｎ－（２－メトキシエチル）（メタ）アクリルアミド、Ｎ，Ｎ－ジメチル（メタ）
アクリルアミド、Ｎ，Ｎ－ジエチル（メタ）アクリルアミド、Ｎ－フェニル（メタ）アク
リルアミド、Ｎ－ベンジル（メタ）アクリルアミド、（メタ）アクリロイルモルホリン、
ジアセトンアクリルアミドなどが挙げられる。
【００５５】
　ビニルエーテル類の例としては、メチルビニルエーテル、ブチルビニルエーテル、ヘキ
シルビニルエーテル、及びメトキシエチルビニルエーテルなどが挙げられる。
スチレン類の例としては、スチレン、メチルスチレン、ジメチルスチレン、トリメチルス
チレン、エチルスチレン、イソプロピルスチレン、ブチルスチレン、ヒドロキシスチレン
、メトキシスチレン、ブトキシスチレン、アセトキシスチレン、クロロスチレン、ジクロ
ロスチレン、ブロモスチレン、クロロメチルスチレン、酸性物質により脱保護可能な基（
例えばｔ－Ｂｏｃなど）で保護されたヒドロキシスチレン、ビニル安息香酸メチル、及び
α－メチルスチレンなどが挙げられる。
【００５６】



(10) JP 5659918 B2 2015.1.28

10

20

30

40

50

　酸基を有する単量体としては、マレイン酸、無水マレイン酸、フマル酸、イタコン酸、
無水イタコン酸、シトラコン酸、無水シトラコン酸、メサコン酸等の不飽和ジカルボン酸
またはその無水物類；３価以上の不飽和多価カルボン酸またはその無水物類；こはく酸モ
ノ（２－アクリロイロキシエチル）、こはく酸モノ（２－メタクリロイロキシエチル）、
フタル酸モノ（２－アクリロイロキシエチル）、フタル酸モノ（２－メタクリロイロキシ
エチル）等の２価以上の多価カルボン酸のモノ〔（メタ）アクリロイロキシアルキル〕エ
ステル類；ω－カルボキシ－ポリカプロラクトンモノアクリレート、ω－カルボキシ－ポ
リカプロラクトンモノメタクリレート等の両末端カルボキシポリマーのモノ（メタ）アク
リレート類等を挙げられる。
【００５７】
　本発明において、側鎖にカチオン性基を有する構造単位、特に一般式（１）で表される
構造単位を含む共重合体を得る方法としては、アニオン重合、リビングアニオン重合、カ
チオン重合、リビングカチオン重合、フリーラジカル重合、及びリビングラジカル重合等
、公知の方法が使用できる。このうち、フリーラジカル重合またはリビングラジカル重合
が好ましい。
【００５８】
　フリーラジカル重合法の場合は、重合開始剤を使用するのが好ましい。重合開始剤とし
ては例えば、アゾ系化合物及び有機過酸化物を用いることができる。アゾ系化合物の例と
しては、２，２’－アゾビスイソブチロニトリル、２，２’－アゾビス（２－メチルブチ
ロニトリル）、１，１’－アゾビス（シクロヘキサン１－カルボニトリル）、２，２’－
アゾビス（２，４－ジメチルバレロニトリル）、２，２’－アゾビス（２，４－ジメチル
－４－メトキシバレロニトリル）、ジメチル２，２’－アゾビス（２－メチルプロピオネ
ート）、４，４’－アゾビス（４－シアノバレリック酸）、２，２’－アゾビス（２－ヒ
ドロキシメチルプロピオニトリル）、または２，２’－アゾビス［２－（２－イミダゾリ
ン－２－イル）プロパン］等が挙げられる。有機過酸化物の例としては、過酸化ベンゾイ
ル、ｔ－ブチルパーベンゾエイト、クメンヒドロパーオキシド、ジイソプロピルパーオキ
シジカーボネート、ジ－ｎ－プロピルパーオキシジカーボネート、ジ（２－エトキシエチ
ル）パーオキシジカーボネート、ｔ－ブチルパーオキシネオデカノエート、ｔ－ブチルパ
ーオキシビバレート、（３，５，５－トリメチルヘキサノイル）パーオキシド、ジプロピ
オニルパーオキシド、またはジアセチルパーオキシド等が挙げられる。これらの重合開始
剤は、単独で、若しくは２種類以上組み合わせて用いることができる。反応温度は好まし
くは４０～１５０℃、より好ましくは５０～１１０℃、反応時間は好ましくは３～３０時
間、より好ましくは５～２０時間である。
【００５９】
　リビングラジカル重合法は一般的なラジカル重合に起こる副反応が抑制され、更には、
重合の成長が均一に起こる為、容易にブロックポリマーや分子量の揃った樹脂を合成でき
る。
【００６０】
　中でも、有機ハロゲン化物、またはハロゲン化スルホニル化合物を開始剤とし、遷移金
属錯体を触媒とする原子移動ラジカル重合法は、広範囲の単量体に適応できる点、既存の
設備に適応可能な重合温度を採用できる点で好ましい。原子移動ラジカル重合法は、下記
の参考文献１～８等に記載された方法で行うことができる。
（参考文献１）Ｆｕｋｕｄａら、Ｐｒｏｇ．Ｐｏｌｙｍ．Ｓｃｉ．２００４，２９，３２
９
（参考文献２）Ｍａｔｙｊａｓｚｅｗｓｋｉら、Ｃｈｅｍ．Ｒｅｖ．２００１，１０１，
２９２１
（参考文献３）Ｍａｔｙｊａｓｚｅｗｓｋｉら、Ｊ．Ａｍ．Ｃｈｅｍ．Ｓｏｃ．１９９５
，１１７，５６１４
（参考文献４）　Ｍａｃｒｏｍｏｌｅｃｕｌｅｓ　１９９５，２８，７９０１，Ｓｃｉｅ
ｎｃｅ，１９９６，２７２，８６６
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（参考文献５）国際公開９６／０３０４２１号パンフレット
（参考文献６）国際公開９７／０１８２４７号パンフレット
（参考文献７）特開平９－２０８６１６号公報
（参考文献８）特開平８－４１１１７号公報
【００６１】
　上記重合には有機溶剤を用いることが好ましい。有機溶剤としては、特に限定されるも
のではないが、例えば、酢酸エチル、酢酸ｎ－ブチル、酢酸イソブチル、トルエン、キシ
レン、アセトン、ヘキサン、メチルエチルケトン、シクロヘキサノン、プロピレングリコ
ールモノメチルエーテルアセテート、ジプロピレングリコールモノメチルエーテルアセテ
ート、エチレングリコールモノエチルエーテルアセテート、エチレングリコールモノブチ
ルエーテルアセテート、ジエチレングリコールモノエチルエーテルアセテート、またはジ
エチレングリコールモノブチルエーテルアセテート等が用いられる。これらの重合溶媒は
、２種類以上混合して用いてもよい。
【００６２】
　本発明に好適な一般式（１）で表される構造単位を含むビニル系樹脂中に存在するアン
モニウム塩基の量は、特に限定されるものではないが、樹脂のアンモニウム塩価が１０～
２００ｍｇＫＯＨ／ｇであることが好ましく、２０～１３０ｍｇＫＯＨ／ｇであることが
より好ましい。
【００６３】
　本発明に好適な一般式（１）で表される構造単位を含むビニル系樹脂の分子量は、特に
限定されるものではないが、ゲルパーミエーションクロマトグラフィー（ＧＰＣ）で測定
した換算重量平均分子量が１，０００～５００，０００であることが好ましく、３，００
０～１５，０００であることがより好ましい。
【００６４】
　また、本発明に好適な一般式（１）で表される構造単位を含むビニル系樹脂は、カラー
フィルタ用着色組成物に広く使用される溶剤に溶解する特性を有することが好ましい。こ
れにより異物発生のない塗膜を得ることができる。特に、プロピレングリコールモノメチ
ルエーテルアセテートに溶解することがより好ましい。
【００６５】
　側鎖にカチオン性基を有する樹脂（ａ１）において、一般式（１）で表される構造単位
の総含有量は、特に制限はないが、側鎖にカチオン性基を有する樹脂（ａ１）に含有され
る全構造単位を１００重量％とした場合に、造塩化合物（Ａ１）の溶剤溶解性と着色力の
点から、５重量％以上であることが好ましく、１０～５０重量％であることがより好まし
い。
【００６６】
（アニオン性染料（ａ２））
　アニオン性染料（ａ２）としては、上述した前記共重合体とイオン結合する着色化合物
であればよい。このような着色化合物としては、分子中にカルボン酸基、スルホン酸基、
フェノール性水酸基、リン酸基、またはこれらの金属塩などを有するものであれば、特に
限定はなく、有機溶剤や現像液に対する溶解性、塩形成性、吸光度、本組成物中の他の成
分との相互作用、耐光性、耐熱性等の必要とされる性能の全てを勘案して適宜選択するこ
とができる。
【００６７】
　アニオン性染料（ａ２）としては、例えば、アントラキノン系アニオン性染料、モノア
ゾ系アニオン性染料、ジスアゾ系アニオン性染料、オキサジン系アニオン性染料、アミノ
ケトン系アニオン性染料、キサンテン系アニオン性染料、キノリン系アニオン性染料、ト
リフェニルメタン系アニオン性染料などが挙げられる。またアニオン性染料（ａ２）の態
様として、酸性染料、直接染料を用いることが好ましいものである。以下に、造塩化合物
の合成に使用可能なアニオン性染料（ａ２）の具体例を示す。
【００６８】
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　赤色系染料としては、Ｃ．Ｉ．アシッド　レッド　１、２、３、４、５、６、７、８、
９、１０、１１、１２、１３、１４、１５、１６、１７、１８、１９、２０、２２、２３
、２４、２５、２５：１、２６、２６：１、２６：２、２７、２９、３０、３１、３２、
３３、３４、３５、３６、３７、３９、４０、４１、４２、４３、４４、４５、４７、５
０、５２、５３、５４、５５、５６、５７、５９、６０、６２、６４、６５、６６、６７
、６８、７０、７１、７３、７４、７６、７６：１、８０、８１、８２、８３、８５、８
６、８７、８８、８９、９１、９２、９３、９７、９９、１０２、１０４、１０６、１０
７、１０８、１１０、１１１、１１３、１１４、１１５、１１６、１２０、１２３、１２
５、１２７、１２８、１３１、１３２、１３３、１３４、１３５、１３７、１３８、１４
１、１４２、１４３、１４４、１４８、１５０、１５１、１５２、１５４、１５５、１５
７、１５８、１６０、１６１、１６３、１６４、１６７、１７０、１７１、１７２、１７
３、１７５、１７６、１７７、１８１、２２９、２３１、２３７、２３９、２４０、２４
１、２４２、２４９、２５２、２５３、２５５、２５７、２６０、２６３、２６４、２６
６、２６７、２７４、２７６、２８０、２８６、２８９、２９９、３０６、３０９、３１
１、３２３、３３３、３２４、３２５、３２６、３３４、３３５、３３６、３３７、３４
０、３４３、３４４、３４７、３４８、３５０、３５１、３５３、３５４、３５６、３８
８等が挙げられる。
【００６９】
　また、Ｃ．Ｉ．ダイレクト　レッド　１、２、２：１、４、５、６、７、８、１０、１
０：１、１３、１４、１５、１６、１７、１８、２１、２２、２３、２４、２６、２６：
１、２８、２９、３１、３３、３３：１、３４、３５、３６、３７、３９、４２、４３、
４３：１、４４、４６、４９、５２、５３、５４、５５、５６、５７、５８、５９、６０
、６１、６２、６７、６７：１、６８、７２、７２：１、７３、７４、７５、７７、７８
、７９、８１、８１：１、８５、８６、８８、８９、９０、９７、１００、１０１、１０
１：１、１０７、１０８、１１０、１１４、１１６、１１７、１２０、１２１、１２２、
１２２：１、１２４、１２５、１２７、１２７：１、１２７：２、１２８、１２９、１３
０、１３２、１３４、１３５、１３６、１３７、１３８、１４０、１４１、１４８、１４
９、１５０、１５２、１５３、１５４、１５５、１５６、１６９、１７１、１７２、１７
３、１７４、１７５、１７６、１７７、１７９、１８０、１８１、１８２、１８５、１８
６、１８９、２０４、２１１、２１３、２１４、２１７、２２２、２２４、２２５、２２
６、２２７、２２８、２３２、２３６、２３７、２３８等も使用できる。
【００７０】
　黄色系染料としては、Ｃ．Ｉ．アシッド　イエロー　２，３、４、５、６、７、８、９
、９：１、１０、１１、１１：１、１２、１３、１４、１５、１６、１７、１７：１、１
８、２０、２１、２２、２３、２５、２６、２７、２９、３０、３１、３３、３４、３６
、３８、３９、４０、４０：１、４１、４２、４２：１、４３、４４、４６、４８、５１
、５３、５５、５６、６０、６３、６５、６６、６７、６８、６９、７２、７６、８２、
８３、８４、８６、８７、９０、９４、１０５、１１５、１１７、１２２、１２７、１３
１、１３２、１３６、１４１、１４２、１４３、１４４、１４５、１４６、１４９、１５
３、１５９、１６６、１６８、１６９，１７２、１７４、１７５、１７８、１８０、１８
３、１８７、１８８、１８９、１９０、１９１、１９２、１９９等が挙げられる。
【００７１】
　また、Ｃ．Ｉ．ダイレクト　イエロー　１、２、４、５、１２、１３、１５、２０、２
４、２５、２６、３２、３３、３４、３５、４１、４２、４４、４４：１、４５、４６、
４８、４９、５０、５１、６１、６６、６７、６９、７０、７１、７２、７３、７４、８
１、８４、８６、９０、９１、９２、９５、１０７、１１０、１１７、１１８、１１９、
１２０、１２１、１２６、１２７、１２９、１３２、１３３、１３４等も使用できる。
【００７２】
　橙色系染料としては、Ｃ．Ｉ．アシッド　オレンジ　１、１：１、４、５、６、７、８
、９、１０、１２、１４、１６、１７、１８、１９、２０、２０：１、２２、２３、２４
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、２４：１、２５、２７、２８、２８：１、３０、３１、３３、３５、３６、３７、３８
、４１、４５、４９、５０、５１、５４、５５、５６、５９、７９、８３、９４、９５、
１０２、１０６、１１６、１１７、１１９、１２８、１３１、１３２、１３４、１３６、
１３８等が挙げられる。
【００７３】
　また、Ｃ．Ｉ．ダイレクト　オレンジ　１、２、３、４、５、６、７、８、１０、１３
、１７、１９、２０、２１、２４、２５、２６、２９、２９：１、３０、３１、３２、３
３、４３、４９、５１、５６、５９、６９、７２、７３、７４、７５、７６、７９、８０
、８３、８４、８５、８７、８８、９０、９１、９２、９５、９６、９７、９８、１０１
、１０２、１０２：１、１０４、１０８、１１２、１１４等も使用できる。
【００７４】
　青色染料としては、Ｃ．Ｉ．アシッド　ブルー　１、２、３、４、５、６、７、８、９
、１１、１３、１４、１５、１７、１９、２１、２２、２３、２４、２５、２６、２７、
２９、３４、３５、３７、４０、４１、４１：１、４３、４４、４５、４６、４７、４８
、４９、５０、５１、５２、５３、５４、５５、５６、５７、５８、６２、６２：１、６
３、６４、６５、６８、６９、７０、７３、７５、７８、７９、８０、８１、８３、８４
、８５、８６、８８、８９、９０、９０：１、９１、９２、９３、９５、９６、９９、１
００、１０３、１０４、１０８、１０９、１１０、１１１、１１２、１１３、１１４、１
１６、１１７、１１８、１１９、１２０、１２３、１２４、１２７、１２７：１、１２８
、１２９、１３５、１３７、１３８、１４３、１４５、１４７、１５０、１５５、１５９
、１６９、１７４、１７５、１７６、１８３、１９８、２０３、２０４、２０５、２０６
、２０８、２１３、２２７、２３０、２３１、２３２、２３３、２３５、２３９、２４５
、２４７、２５３、２５７、２５８、２６０、２６１、２６２、２６４、２６６、２６９
、２７１、２７２、２７３、２７４、２７７、２７８、２８０等が挙げられる。
【００７５】
　また、Ｃ．Ｉ．ダイレクト　ブルー　１、２、３、４、６、７、８、８：１、９、１０
、１２、１４、１５、１６、１９、２０、２１、２１：１、２２、２３、２５、２７、２
９、３１、３５、３６、３７、４０、４２、４５、４８、４９、５０、５３、５４、５５
、５８、６０、６１、６４、６５、６７、７９、９６、９７、９８：１、１０１、１０６
、１０７、１０８、１０９、１１１、１１６、１２２、１２３、１２４、１２８、１２９
、１３０、１３０：１、１３２、１３６、１３８、１４０、１４５、１４６、１４９、１
５２、１５３、１５４、１５６、１５８、１５８：１、１６４、１６５、１６６、１６７
、１６８、１６９、１７０、１７４、１７７、１８１、１８４、１８５、１８８、１９０
、１９２、１９３、２０６、２０７、２０９、２１３、２１５、２２５、２２６、２２９
、２３０、２３１、２４２、２４３、２４４、２５３、２５４、２６０、２６３等も使用
できる。
【００７６】
　紫色染料としては、Ｃ．Ｉ．アシッド　バイオレット　１、２、３、４、５、５：１、
６、７、７：１、９、１１、１２、１３、１４、１５、１６、１７、１９、２０、２１、
２３、２４、２５、２７、２９、３０、３１、３３、３４、３６、３８、３９、４１、４
２、４３、４７、４９、５１、６３、６７、７２、７６、９６、９７、１０２、１０３、
１０９等が挙げられる。
【００７７】
　また、Ｃ．Ｉ．ダイレクト　バイオレット　１、３、４、５、６、７、８、９、１０、
１１、１２、１３、１４、１６、１７、１８、２１、２２、２５、２６、２７、２８、２
９、３０、３１、３２、３４、３５、３６、３７、３８、３９、４０、４１、４２、４３
、４５、５１、５２、５４、５７、５８、６１、６２、６３、６４、７１、７２、７７、
７８、７９、８０、８１、８２、８３、８５、８６、８７、８８、９３、９７等も使用で
きる。
【００７８】
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　緑色染料としては、Ｃ．Ｉ．アシッド　グリーン　２、３、５、６、７、８、９、１０
、１１、１３、１４、１５、１６、１７、１８、１９、２０、２２、２５、２５：１、２
７、３４、３６、３７、３８、４０、４１、４２、４４、５４、５５、５９、６６、６９
、７０、７１、８１、８４、９４、９５等が挙げられる。
【００７９】
　また、Ｃ．Ｉ．ダイレクト　グリーン　１１、１３、１４、２４、３０、３４、３８、
４２、４９、５５、５６、５７、６０、７８、７９、８０等も使用できる。
【００８０】
（塩形成）
　本発明に用いる造塩化合物は、側鎖にカチオン性基を有する樹脂（ａ１）と、アニオン
性染料（ａ２）とを溶解させた水溶液を攪拌または振動させるか、あるいは側鎖にカチオ
ン性基を有する樹脂（ａ１）の水溶液とアニオン性染料（ａ２）の水溶液とを攪拌または
振動下で混合させることにより、容易に得ることができる。水溶液中で、樹脂のカチオン
性基と染料のアニオン性基がイオン化され、これらがイオン結合し、該イオン結合部分が
水不溶性となり析出する。逆に、樹脂の対アニオンと酸性染料の対カチオンからなる塩は
水溶性のため、水洗等により除去が可能となる。使用する側鎖にカチオン性基を有する樹
脂（ａ１）、およびアニオン性染料（ａ２）は、各々単一種類のみを使用しても、構造の
異なる複数種類を使用してもよい。
【００８１】
　塩形成時に使用する水溶液として、側鎖にカチオン性基を有する樹脂（ａ１）、および
アニオン性染料（ａ２）を溶解させるため、水と水溶性有機溶剤との混合溶液を使用して
もよい。水溶性有機溶剤としては、メタノール、エタノール、ｎ－プロパノール、イソプ
ロパノール、１－メトキシ－２－プロパノール、１－エトキシ－２－プロパノール、ｎ－
ブタノール、イソブタノール、２－（メトキシメトキシ）エタノール、２－ブトキシエタ
ノール、２－（イソペンチルオキシ）エタノール、２－（ヘキシルオキシ）エタノール、
エチレングリコール、エチレングリコールモノエチルエーテル、エチレングリコールモノ
ブチルエーテル、ジエチレングリコール、ジエチレングリコールモノメチルエーテル、ジ
エチレングリコールモノエチルエーテル、ジエチレングリコールモノブチルエーテル、プ
ロピレングリコール、プロピレンゴリコールモノメチルエーテルアセテート、ジプロピレ
ングリコール、ジプロピレングリコールモノメチルエーテル、ジプロピレングリコールモ
ノエチルエーテル、トリエチレングリコール、トリエチレングリコールモノメチルエーテ
ル、ポリエチレングリコール、グリセリン、テトラエチレングリコール、ジプロピレング
リコール、アセトン、ジアセトンアルコール、アニリン、ピリジン、酢酸エチル、酢酸イ
ソプロピル、メチルエチルケトン、Ｎ，Ｎ－ジメチルホルムアミド、ジメチルスルホキシ
ド、テトラヒドロフラン（ＴＨＦ）、ジオキサン、２－ピロリドン、２－メチルピロリド
ン、Ｎ－メチル－２－ピロリドン、１，２－ヘキサンジオール、２，４，６－ヘキサント
リオール、テトラフルフリルアルコール、４－メトキシ－４メチルペンタノン等が挙げら
れる。これらの水溶性有機溶剤は、水溶液の全重量を基準（１００重量％）として、５～
５０重量％用いることが好ましく、５～２０重量％用いることが最も好ましい。
【００８２】
　本発明に用いる造塩化合物（Ａ１）中のアニオン性染料（ａ２）に由来する色素成分の
含有量は、造塩化合物（Ａ１）１００重量％中、１０～６０重量％の範囲に調整でき、特
に１５～５５重量％の範囲とすることが好ましい。この範囲に制御することで、溶剤溶解
性に優れる造塩化合物を得ることができる。
【００８３】
　また造塩化合物（Ａ１）に含まれるアニオン性染料（ａ２）中の有効色素成分（アルカ
リ金属イオンなどの対イオンを除いたもの）の重量％は、同濃度に調整した造塩化合物（
Ａ１）溶液とアニオン性染料（ａ２）溶液の分光スペクトルを測定し、極大吸収波長の分
光強度比を求めることによって算出することができる。
【００８４】
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　例えば、造塩化合物（Ａ１）とアニオン性染料（ａ２）の両方を良く溶解させることが
できる溶媒（Ｎ－メチル－２－ピロリドンなど）を用いて、造塩化合物（Ａ１）溶液およ
びアニオン性染料（ａ２）溶液をある一定濃度で調製し、吸光度測定にて得られた造塩化
合物（Ａ１）溶液およびアニオン性染料（ａ２）溶液の極大吸収波長における吸光度をそ
れぞれＸａおよびＸｂとする。アニオン性染料（ａ２）にはアルカリ金属イオンなどの対
イオンを含むものが多く、その場合、１分子中に存在する対イオンの個数をＮａ個、その
対イオンの原子量をＭａとし、キサンテン系酸性染料の分子量をＭｂとすると、アニオン
性染料（ａ２）中の有効色素成分の重量％は、下記式にて与えられる。
（１－Ｍａ×Ｎａ／Ｍｂ）×１００　　　［重量％］
　そしてこの式を用いて、造塩化合物（Ａ１）に含まれるアニオン性染料（ａ２）中の有
効色素成分の重量％は、下記式より算出することができる。
（Ｘａ／Ｘｂ）×（１－Ｍａ×Ｎａ／Ｍｂ）×１００　　　［重量％］
　側鎖にカチオン性基を有する樹脂（ａ１）と、アニオン性染料（ａ２）との比率は、樹
脂の全カチオンユニットとアニオン性染料（ａ２）の全アニオン性基とのモル比が１０／
１～１／４の範囲であれば本発明の造塩化合物を好適に調整でき、２／１～１／２の範囲
であればより好ましい。
【００８５】
＜顔料＞
　本発明のカラーフィルタ用着色組成物は、着色剤（Ａ）としてさらに顔料を添加するこ
とができる。
　顔料としては、有機または無機の顔料を、単独または２種類以上混合して用いることが
できる。顔料は、発色性が高く、且つ耐熱性の高い顔料、特に耐熱分解性の高い顔料が好
ましく、通常は有機顔料が用いられる。以下に、カラーフィルタ用着色組成物に使用可能
な有機顔料の具体例を、カラーインデックス番号で示す。
【００８６】
　赤色フィルタセグメントを形成するための赤色着色組成物には、例えばＣ．Ｉ．ピグメ
ントレッド７、９、１４、４１、４８：１、４８：２、４８：３、４８：４、８１：１、
８１：２、８１：３、９７、１２２、１２３、１４６、１４９、１６６、１６８、１７６
、１７７、１７８、１７９、１８０、１８４、１８５、１８７、１９２、２００、２０２
、２０８、２１０、２１５、２１６、２１７、２２０、２２１、２２３、２２４、２２６
、２２７、２２８、２４０、２４２、２４６、２５４、２５５、２６４、２７２等の赤色
顔料を用いることができる。
【００８７】
　またこれらの赤色顔料に加えて、さらに、以下に示す黄色顔料やオレンジ顔料を併用す
ることができる。
【００８８】
　赤色着色組成物には例えば、Ｃ．Ｉ．ピグメントイエロー１、２、３、４、５、６、１
０、１２、１３、１４、１５、１６、１７、１８、２０、２４、３１、３２、３４、３５
、３５：１、３６、３６：１、３７、３７：１、４０、４２、４３、５３、５５、６０、
６１、６２、６３、６５、７３、７４、７７、８１、８３、８６、９３、９４、９５、９
７、９８、１００、１０１、１０４、１０６、１０８、１０９、１１０、１１３、１１４
、１１５、１１６、１１７、１１８、１１９、１２０、１２３、１２５、１２６、１２７
、１２８、１２９、１３７、１３８、１３９、１４７、１４８、１５０、１５１、１５２
、１５３、１５４、１５５、１５６、１６１、１６２、１６４、１６６、１６７、１６８
、１６９、１７０、１７１、１７２、１７３、１７４、１７５、１７６、１７７、１７９
、１８０、１８１、１８２、１８５、１８７、１８８、１９３、１９４、１９９、２１３
、２１４等の黄色顔料及び／またはＣ．Ｉ．ピグメントオレンジ３６、３８、４３、５１
、５５、５９、６１、７１、７３等の橙色顔料を併用することができる。
【００８９】
　緑色フィルタセグメントを形成するための緑色着色組成物には、例えばＣ．Ｉ．ピグメ
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ントグリーン７、１０、３６、３７、５８等の緑色顔料を用いることができる。また緑色
着色組成物には、Ｃ．Ｉ．ピグメントイエロー１、２、３、４、５、６、１０、１２、１
３、１４、１５、１６、１７、１８、２４、３１、３２、３４、３５、３５：１、３６、
３６：１、３７、３７：１、４０、４２、４３、５３、５５、６０、６１、６２、６３、
６５、７３、７４、７７、８１、８３、９３、９４、９５、９７、９８、１００、１０１
、１０４、１０６、１０８、１０９、１１０、１１３、１１４、１１５、１１６、１１７
、１１８、１１９、１２０、１２３、１２６、１２７、１２８、１２９、１３８、１３９
、１４７、１５０、１５１、１５２、１５３、１５４、１５５、１５６、１６１、１６２
、１６４、１６６、１６７、１６８、１６９、１７０、１７１、１７２、１７３、１７４
、１７５、１７６、１７７、１７９、１８０、１８１、１８２、１８５、１８７、１８８
、１９３、１９４、１９８、１９９、２１３、２１４、２１８、２１９、２２０、または
２２１等の黄色顔料を併用することができる。
【００９０】
　青色フィルタセグメントを形成するための青色着色組成物には、例えばＣ．Ｉ．ピグメ
ントブルー１、１：２、１：３、２、２：１、２：２、３、８、９、１０、１０：１、１
１、１２、１５、１５：１、１５：２、１５：３、１５：４、１５：６、１６、１８、１
９、２２、２４、２４：１、５３、５６、５６：１、５７、５８、５９、６０、６１、６
２、６４等の青色顔料を用いることができる。また青色着色組成物には、Ｃ．Ｉ．ピグメ
ントバイオレット １、１９、２３、２７、２９、３０、３２、３７、４０、４２、５０
等の紫色顔料を併用することができる。
【００９１】
　シアン色フィルタセグメントを形成するためのシアン色着色組成物には、例えばＣ．Ｉ
．ピグメントブルー１５：１、１５：２、１５：４、１５：３、１５：６、１６、８１等
の青色顔料を単独でまたは混合して用いることができる。
【００９２】
　マゼンタ色フィルタセグメントを形成するためのマゼンタ色着色組成物には、例えばＣ
．Ｉ．ピグメントバイオレット１、１９、Ｃ．Ｉ．ピグメントレッド１４４、１４６、１
７７、１６９、８１等の紫色顔料および赤色顔料を単独でまたは混合して用いることがで
きる。マゼンタ色組成物には、黄色顔料を併用することができる。
【００９３】
　また、無機顔料としては、酸化チタン、硫酸バリウム、亜鉛華、硫酸鉛、黄色鉛、亜鉛
黄、べんがら（赤色酸化鉄(III)）、カドミウム赤、群青、紺青、酸化クロム緑、コバル
ト緑、アンバー、合成鉄黒等が挙げられる。無機顔料は、彩度と明度のバランスを取りつ
つ良好な塗布性、感度、現像性等を確保するために、有機顔料と組合せて用いられる。
【００９４】
（顔料の微細化）
　本発明に用いる顔料は、高い透過度および高度なコントラストに対応させるため、ソル
トミリング処理などにより微細化されていることが好ましい。顔料の一次粒子径は、着色
剤担体中への分散が良好なことから、１０ｎｍ以上であることが好ましい。また、コント
ラストが高いフィルタセグメントを形成できることから、８０ｎｍ以下であることが好ま
しい。特に好ましい範囲は、２０～６０ｎｍの範囲である。
【００９５】
　ソルトミリング処理とは、顔料と水溶性無機塩と水溶性有機溶剤との混合物を、ニーダ
ー、２本ロールミル、３本ロールミル、ボールミル、アトライター、サンドミル等の混練
機を用いて、加熱しながら機械的に混練した後、水洗により水溶性無機塩と水溶性有機溶
剤を除去する処理である。水溶性無機塩は、破砕助剤として働くものであり、ソルトミリ
ング時に無機塩の硬度の高さを利用して顔料が破砕される。顔料をソルトミリング処理す
る際の条件を最適化することにより、一次粒子径が非常に微細であり、また、分布の幅が
せまく、シャープな粒度分布をもつ顔料を得ることができる。
【００９６】
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　水溶性無機塩としては、塩化ナトリウム、塩化バリウム、塩化カリウム、硫酸ナトリウ
ム等を用いることができるが、価格の点から塩化ナトリウム（食塩）を用いるのが好まし
い。水溶性無機塩は、処理効率と生産効率の両面から、顔料１００重量部に対し、５０～
２０００重量部用いることが好ましく、３００～１０００重量部用いることが最も好まし
い。
【００９７】
　水溶性有機溶剤は、顔料及び水溶性無機塩を湿潤する働きをするものであり、水に溶解
（混和）し、かつ用いる無機塩を実質的に溶解しないものであれば特に限定されない。た
だし、ソルトミリング時に温度が上昇し、溶剤が蒸発し易い状態になるため、安全性の点
から、沸点１２０℃以上の高沸点溶剤が好ましい。例えば、２－メトキシエタノール、２
－ブトキシエタノール、２－（イソペンチルオキシ）エタノール、２－（ヘキシルオキシ
）エタノール、ジエチレングリコール、ジエチレングリコールモノエチルエーテル、ジエ
チレングリコールモノブチルエーテル、トリエチレングリコール、トリエチレングリコー
ルモノメチルエーテル、液状のポリエチレングリコール、１－メトキシ－２－プロパノー
ル、１－エトキシ－２－プロパノール、ジプロピレングリコール、ジプロピレングリコー
ルモノメチルエーテル、ジプロピレングリコールモノエチルエーテル、液状のポリプロピ
レングリコール等が用いられる。水溶性有機溶剤は、顔料１００重量部に対し、５～１０
００重量部用いることが好ましく、５０～５００重量部用いることが最も好ましい。
【００９８】
　顔料をソルトミリング処理する際には、必要に応じて樹脂を添加してもよい。用いられ
る樹脂の種類は特に限定されず、天然樹脂、変性天然樹脂、合成樹脂、天然樹脂で変性さ
れた合成樹脂等を用いることができる。用いられる樹脂は、室温で固体であり、水不溶性
であることが好ましく、かつ上記有機溶剤に一部可溶であることがさらに好ましい。樹脂
の使用量は、顔料１００重量部に対し、５～２００重量部の範囲であることが好ましい。
【００９９】
＜バインダー樹脂（Ｂ）＞
　バインダー樹脂（Ｂ）は、着色剤（Ａ）、特に造塩化合物（Ａ１）および顔料を分散す
るもの、もしくは造塩化合物（Ａ１）を染色、浸透させる役割を担うものであり、可視光
領域の４００～７００ｎｍの全波長領域において透過率が好ましくは８０％以上、より好
ましくは９５％以上の樹脂が好ましい。たとえば熱可塑性樹脂、熱硬化性樹脂などがあり
これらを単独で、または２種以上混合して用いることができる。また、本発明の着色組成
物をアルカリ現像型着色レジスト材の形態で用いる場合には、酸性基含有エチレン性不飽
和単量体を共重合したアルカリ可溶性樹脂を用いることが好ましい。また、さらに光感度
を向上させるために、エチレン性不飽和二重結合を有する感光性樹脂を用いることもでき
る。
【０１００】
　特に、バインダー樹脂（Ｂ）の中でアルカリ可溶性能と光硬化性能とを併せもつアルカ
リ可溶性感光性樹脂（Ｂ１）が、両方の性能を有するものとして好ましい。
【０１０１】
　熱可塑性樹脂としては、例えば、ブチラール樹脂、スチレンーマレイン酸共重合体、塩
素化ポリエチレン、塩素化ポリプロピレン、ポリ塩化ビニル、塩化ビニル－酢酸ビニル共
重合体、ポリ酢酸ビニル、ポリウレタン系樹脂、ポリエステル樹脂、アクリル系樹脂、ア
ルキッド樹脂、ポリスチレン、ポリアミド樹脂、ゴム系樹脂、環化ゴム系樹脂、セルロー
ス類、ポリエチレン、ポリブタジエン、ポリイミド樹脂等が挙げられる。また、熱硬化性
樹脂としては、例えば、エポキシ樹脂、ベンゾグアナミン樹脂、ロジン変性マレイン酸樹
脂、ロジン変性フマル酸樹脂、メラミン樹脂、尿素樹脂、フェノール樹脂等が挙げられる
。
【０１０２】
　熱硬化性樹脂は、例えば、ベンゾグアナミン樹脂、ロジン変性マレイン酸樹脂、ロジン
変性フマル酸樹脂、メラミン樹脂、尿素樹脂、及びフェノール樹脂等が挙げられる。
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【０１０３】
　酸性基含有エチレン性不飽和単量体を共重合したアルカリ可溶性樹脂としては、例えば
、カルボキシル基、スルホン基等の酸性基を有する樹脂が挙げられる。
【０１０４】
　アルカリ可溶性樹脂として具体的には、酸性基を有するアクリル樹脂、α－オレフィン
／（無水）マレイン酸共重合体、スチレン／スチレンスルホン酸共重合体、エチレン／（
メタ）アクリル酸共重合体、又はイソブチレン／（無水）マレイン酸共重合体等が挙げら
れる。中でも、酸性基を有するアクリル樹脂、およびスチレン／スチレンスルホン酸共重
合体から選ばれる少なくとも１種の樹脂、特に酸性基を有するアクリル樹脂は、耐熱性、
透明性が高いため、好適に用いられる。
【０１０５】
　バインダー樹脂（Ｂ）の重量平均分子量（Ｍｗ）は、５，０００～１００，０００の範
囲が好ましく、より好ましくは５，０００～８０，０００の範囲であり、さらに好ましく
は、５，０００～３０，０００の範囲である。また数平均分子量（Ｍｎ）は５，０００～
５０，０００の範囲が好ましく、Ｍｗ／Ｍｎの値は１０以下であることが好ましい。
【０１０６】
　バインダー樹脂（Ｂ）の重量平均分子量（Ｍｗ）が１００，０００を越えると樹脂間の
相互作用が強くなり、カラーフィルタ用着色組成物の粘度が高くなるため、取り扱いが困
難となりやすい。また、重量平均分子量（Ｍｗ）が５，０００未満だと現像性やガラス等
の基板への密着性に問題のおこることがある。
【０１０７】
　バインダー樹脂（Ｂ）の酸価は、顔料の分散性、浸透性、現像性、及び耐性の観点から
、酸価２０～３００ｍｇＫＯＨ／ｇの樹脂を用いることが好ましい。酸価が、２０ｍｇＫ
ＯＨ／ｇ未満では、現像液に対する溶解性が悪く、微細パターン形成するのが困難である
。３００ｍｇＫＯＨ／ｇを超えると、微細パターンが残らなくなることがある。
【０１０８】
　バインダー樹脂（Ｂ）は、着色組成物中の着色剤（Ａ）１００重量部に対して、２０～
４００重量部、好ましくは５０～２５０重量部の量で用いることができる。
（アルカリ可溶性感光性樹脂（Ｂ１））
　本発明の着色組成物に使用されるバインダー樹脂（Ｂ）は、アルカリ可溶性感光性樹脂
（Ｂ１）を含むことが好ましい。
【０１０９】
　本発明におけるアルカリ可溶性感光性樹脂（Ｂ１）としては、たとえば以下に示す（ｉ
）や（ｉｉ）の方法によりエチレン性不飽和二重結合を導入した樹脂が挙げられる。
【０１１０】
　[方法（ｉ）]
　方法（ｉ）としては、例えば、エポキシ基を有するエチレン性不飽和単量体と、他の１
種類以上の単量体とを共重合することによって得られた共重合体の側鎖エポキシ基に、エ
チレン性不飽和二重結合を有する不飽和一塩基酸のカルボキシル基を付加反応させ、更に
、生成した水酸基に、多塩基酸無水物を反応させ、エチレン性不飽和二重結合を導入し感
光性樹脂の機能を持たせ、かつ、アルカリ可溶性機能を持つカルボキシル基を導入する方
法がある。
【０１１１】
　エポキシ基を有するエチレン性不飽和単量体としては、例えば、グリシジル（メタ）ア
クリレート、メチルグリシジル（メタ）アクリレート、２－グリシドキシエチル（メタ）
アクリレート、３，４エポキシブチル（メタ）アクリレート、及び３，４エポキシシクロ
ヘキシル（メタ）アクリレートが挙げられ、これらは、単独で用いても、２種類以上を併
用してもかまわない。次工程の不飽和一塩基酸との反応性の観点で、グリシジル（メタ）
アクリレートが好ましい。
【０１１２】



(19) JP 5659918 B2 2015.1.28

10

20

30

40

50

　不飽和一塩基酸としては、（メタ）アクリル酸、クロトン酸、ｏ－、ｍ－、ｐ－ビニル
安息香酸、（メタ）アクリル酸のα位ハロアルキル、アルコキシル、ハロゲン、ニトロ、
シアノ置換体等のモノカルボン酸等が挙げられ、これらは、単独で用いても、２種類以上
を併用してもかまわない。
【０１１３】
　多塩基酸無水物としては、テトラヒドロ無水フタル酸、無水フタル酸、ヘキサヒドロ無
水フタル酸、無水コハク酸、無水マレイン酸等が挙げられ、これらは単独で用いても、２
種類以上を併用してもかまわない。カルボキシル基の数を増やす等、必要に応じて、トリ
メリット酸無水物等のトリカルボン酸無水物を用いたり、ピロメリット酸二無水物等のテ
トラカルボン酸二無水物を用いて、残った無水物基を加水分解したりすること等もできる
。また、多塩基酸無水物として、エチレン性不飽和二重結合を有する、エトラヒドロ無水
フタル酸、又は無水マレイン酸を用いると、更にエチレン性不飽和二重結合を増やすこと
ができる。
【０１１４】
　方法（ｉ）の類似の方法として、例えば、カルボキシル基を有するエチレン性不飽和単
量体と、他の１種類以上の単量体とを共重合することによって得られた共重合体の側鎖カ
ルボキシル基の一部に、エポキシ基を有するエチレン性不飽和単量体を付加反応させ、エ
チレン性不飽和二重結合およびカルボキシル基を導入する方法がある。
【０１１５】
　[方法（ｉｉ）]
　方法（ｉｉ）としては、水酸基を有するエチレン性不飽和単量体を使用し、他のカルボ
キシル基を有する不飽和一塩基酸の単量体や、他の単量体とを共重合することによって得
られた共重合体の側鎖水酸基に、イソシアネート基を有するエチレン性不飽和単量体のイ
ソシアネート基を反応させる方法がある。
【０１１６】
　水酸基を有するエチレン性不飽和単量体としては、２－ヒドロキシエチル（メタ）アク
リレート、２－若しくは３－ヒドロキシプロピル（メタ）アクリレート、２－若しくは３
－若しくは4－ヒドロキシブチル（メタ）アクリレート、グリセロール（メタ）アクリレ
ート、又はシクロヘキサンジメタノールモノ（メタ）アクリレート等のヒドロキシアルキ
ル（メタ）アクリレート類が挙げられ、これらは、単独で用いても、２種類以上を併用し
て用いてもかまわない。また、上記ヒドロキシアルキル（メタ）アクリレートに、エチレ
ンオキシド、プロピレンオキシド、及び／又はブチレンオキシド等を付加重合させたポリ
エーテルモノ（メタ）アクリレートや、（ポリ）γ－バレロラクトン、（ポリ）ε－カプ
ロラクトン、及び／又は（ポリ）１２－ヒドロキシステアリン酸等を付加した（ポリ）エ
ステルモノ（メタ）アクリレートも使用できる。塗膜異物抑制の観点から、２－ヒドロキ
シエチル（メタ）アクリレート、又はグリセロール（メタ）アクリレートが好ましい。
【０１１７】
　イソシアネート基を有するエチレン性不飽和単量体としては、２－（メタ）アクリロイ
ルオキシエチルイソシアネート、又は１，１－ビス〔（メタ）アクリロイルオキシ〕エチ
ルイソシアネート等が挙げられるが、これらに限定することなく、２種類以上併用するこ
ともできる。
【０１１８】
　アルカリ可溶性感光性樹脂（Ｂ１）としては、（メタ）アクリル酸、クロトン酸、若し
くはα－クロルアクリル酸等の不飽和モノカルボン酸、又はマレイン酸、若しくはフマル
酸等の不飽和ジカルボン酸等のカルボキシル基を含有し、かつエチレン性不飽和二重結合
を有する樹脂が挙げられる。アルカリ可溶性感光性樹脂（Ｂ１）の前駆体であるその他の
エチレン性不飽和単量体としては、メチル（メタ）メタアクリレート、エチル（メタ）ア
クリレート、ｎ－プロピル（メタ）アクリレート、イソプロピル（メタ）アクリレート、
ブチル（メタ）アクリレート、イソブチル（メタ）アクリレート、ｓ－ブチル（メタ）ア
クリレート、ｔ－ブチル（メタ）アクリレート、ペンチル（メタ）アクリレート、イソペ
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ンチルアクリレート、ネオペンチル(メタ)アクリレート、ｔ－ペンチル(メタ)アクリレー
ト、１－メチルブチル（メタ）アクリレート、ヘキシル（メタ）アクリレート、ヘプタ（
メタ）アクリレート、オクチル（メタ）アクリレート、２－エチルヘキシル（メタ）アク
リレート、ラウリル（メタ）アクリレート、セチル（メタ）アクリレート、ステアリル（
メタ）アクリレート、イソステアリル（メタ）アクリレート、シクロヘキシル（メタ）ア
クリレート、アリル（メタ）アクリレート、又はオレイル（メタ）アクリレート等のアル
キル又はアルケニル（メタ）アクリレートが挙げられるが、目的に応じて、これらに限定
することなく他のエチレン性不飽和単量体を選ぶこともでき、２種類以上併用することも
出来る。中でも顔料分散性の観点から、メチル（メタ）アクリルメタクリレート、又はエ
チル（メタ）アクリレートが好ましい。
【０１１９】
＜モノマー（Ｃ）＞
　本発明におけるモノマー（Ｃ）は、酸基を有する多官能モノマー（Ｃ１）を含有するこ
とを特徴とする。本発明における、モノマー（Ｃ）とは、紫外線や熱などにより硬化して
樹脂を生成するモノマー、もしくはオリゴマーが含まれる。
【０１２０】
（酸基を有する多官能モノマー（Ｃ１））
　酸基を有する多官能モノマー（Ｃ１）としては、例えば、多価アルコールと（メタ）ア
クリル酸との遊離水酸基含有ポリ（メタ）アクリレート類と、ジカルボン酸類とのエステ
ル化物；多価カルボン酸と、モノヒドロキシアルキル（メタ）アクリレート類とのエステ
ル化物等を挙げることができる。具体例としては、トリメチロールプロパンジアクリレー
ト、トリメチロールプロパンジメタクリレート、ペンタエリスリトールトリアクリレート
、ペンタエリスリトールトリメタクリレート、ジペンタエリスリトールペンタアクリレー
ト、ジペンタエリスリトールペンタメタクリレート等のモノヒドロキシオリゴアクリレー
トまたはモノヒドロキシオリゴメタクリレート類と、マロン酸、こはく酸、グルタル酸、
テレフタル酸等のジカルボン酸類との遊離カルボキシル基含有モノエステル化物；プロパ
ン－１，２，３－トリカルボン酸（トリカルバリル酸）、ブタン－１，２，４－トリカル
ボン酸、ベンゼン－１，２，３－トリカルボン酸、ベンゼン－１，３，４－トリカルボン
酸、ベンゼン－１，３，５－トリカルボン酸等のトリカルボン酸類と、２－ヒドロキシエ
チルアクリレート、２－ヒドロキシエチルメタクリレート、２－ヒドロキシプロピルアク
リレート、２－ヒドロキシプロピルメタクリレート等のモノヒドロキシモノアクリレート
またはモノヒドロキシモノメタクリレート類との遊離カルボキシル基含有オリゴエステル
化物等を挙げることができる。
【０１２１】
　これらの多官能モノマー（Ｃ１）は、１種を単独で、または必要に応じて任意の比率で
２種以上混合して用いることができる。
【０１２２】
　また、下記一般式（３）により表わされる化合物も好ましく使用できる。
【０１２３】
　一般式（３）：
（Ｈ2Ｃ＝Ｃ(Ｒ5)ＣＯＯ）m－Ｘ－（ＯＣＯＣＨ(Ｒ5)ＣＨ2Ｓ(Ｒ6)ＣＯＯＨ）n

[一般式（３）中、Ｒ5は水素原子またはメチル基、Ｒ6は炭素数１～１２の炭化水素基、
Ｘは（ｍ＋ｎ）価の炭素数３～６０ の有機基、ｍは２～１８の整数、ｎは１～３の整数
を示す。]
【０１２４】
　ここで、一般式（３）で表される化合物は、例えば、以下の方法により容易に得ること
ができる。
　（１）Ｘで表される有機基を与える化合物をアクリル酸とエステル化してアクリル化さ
せた後、得られた化合物にメルカプト化合物を付加させる方法
　（２）Ｘで表される有機基を与える化合物をポリイソシアネート化合物で変性させた後
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、得られた化合物に水酸基を有するアクリレート化合物でアクリル化させた後、得られた
化合物にメルカプト化合物を付加させる方法
　（３）Ｘで表される有機基を与える化合物をアクリル酸とエステル化してアクリル化さ
せた後、ポリイソシアネート化合物で変性させ、得られた化合物にメルカプト化合物を付
加させる方法。
【０１２５】
　Ｘで表される有機基を与える化合物としては、ペンタエリスリトール、ペンタエリスリ
トールのカプロラクトン変性物、ペンタエリスリトールのポリイソシアネート変性物、及
びジペンタエリスリトール、ジペンタエリスリトールのカプロラクトン変性物、ジペンタ
エリスリトールのポリイソシアネート変性物を挙げることができる。
【０１２６】
　メルカプト化合物としては、例えば、メルカプト酢酸、２-メルカプトプロピオン酸、
３－メルカプトプロピオン酸、ｏ－メルカプト安息香酸、２－メルカプトニコチン酸、メ
ルカプトコハク酸などが挙げられる。
【０１２７】
　酸基を有する多官能モノマー（Ｃ１）の含有量は、バインダー樹脂（Ｂ）１００重量部
に対して、通常、５～５００重量部、好ましくは２０～３００重量部である。この場合、
酸基を有する多官能モノマー（Ｃ１）の含有量が５重量部未満では、画素強度あるいは画
素表面の平滑性が低下する傾向があり、一方５００重量部を超えると、例えば、アルカリ
現像性が低下したり、画素が形成される部分以外の領域での地汚れや膜残りが発生しやす
くなる傾向がある。
【０１２８】
（その他の多官能モノマー）
　本発明におけるモノマー（Ｃ）は、酸基を有する多官能モノマー（Ｃ１）以外のその他
の多官能モノマーを含むこともできる。
　その他の多官能モノマーとしては、ポリエチレングリコールジ（メタ）アクリレート、
ペンタエリスリトールトリ（メタ）アクリレート、ジペンタエリスリトールヘキサ（メタ
）アクリレート、エポキシ（メタ）アクリレート、ＥＯ変性ビスフェノールＡジ（メタ）
アクリレート、１，４－ブタンジオールジ（メタ）アクリレート、ジエチレングリコール
ジ（メタ）アクリレート、１，６－ヘキサンジオールジ（メタ）アクリレート、ネオペン
チルグリコールジ（メタ）アクリレート、ポリエステル（メタ）アクリレート、トリメチ
ロールプロパントリ（メタ）アクリレート、トリス（アクリロキシエチル）イソシアヌレ
ート、トリス（メタクリロキシエチル）イソシアヌレート、ジペンタエリスリトールペン
タ（メタ）アクリレート、カプロラクトン変性ジペンタエリスリトールヘキサアクリレー
ト、ジトリメチロールプロパンテトラ（メタ）アクリレート、エポキシアクリレート、ペ
ンタエリスリトールテトラ（メタ）アクリレート等を挙げることができる。
　これらのその他の多官能モノマーは、１種を単独で、または必要に応じて任意の比率で
２種以上混合して用いることができる。
【０１２９】
（単官能モノマー）
　本発明におけるモノマー（Ｃ）は、単官能モノマーを含むこともできる。
　単官能モノマーとしては、例えばω－カルボキシ－ポリカプロラクトンモノアクリレー
ト、ω－カルボキシ－ポリカプロラクトンモノメタクリレート、２－アクリロイルオキシ
エチルこはく酸、２－メタクリロイルオキシエチルこはく酸、２－アクリロイルオキシプ
ロピルこはく酸、２－メタクリロイルオキシプロピルこはく酸、メトキシエチレングリコ
ールアクリレート、メトキシエチレングリコールメタクリレート、メトキシジエチレング
リコールアクリレート、メトキシジエチレングリコールメタクリレート、メトキシトリエ
チレングリコールアクリレート、メトキシトリエチレングリコールメタクリレート、メト
キシプロピレングリコールアクリレート、メトキシプロピレングリコールメタクリレート
、メトキシジプロピレングリコールアクリレート、メトキシジプロピレングリコールメタ
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クリレート、２－ヒドロキシ－３－フェノキシプロピルアクリレート、２－ヒドロキシ－
３－フェノキシプロピルメタクリレートや、市販品として、２－アクリロイロキシエチル
こはく酸（商品名Ｍ－５３００）等を挙げることができる。
　これらの単官能モノマーは、１種を単独で、または必要に応じて任意の比率で２種以上
混合して用いることができる。
【０１３０】
　酸基を有する多官能モノマー（Ｃ１）と、他の多官能モノマーとを併用して使用する場
合、酸基を有する多官能モノマー（Ｃ１）の含有量は、モノマー（Ｃ）の全量を基準（１
００重量％）として、１０重量％以上、好ましくは５０重量％以上である。酸基を有する
多官能モノマー（Ｃ１）の含有量が１０重量％以上含まれることで、基材との密着性や現
像残渣がなく、優れたフィルタセグメントを得ることができる。
【０１３１】
＜有機溶剤（Ｄ）＞
　本発明の着色組成物には、着色剤を充分に着色剤担体中に分散、浸透させ、ガラス基板
等の基板上に乾燥膜厚が０．２～５μｍとなるように塗布してフィルタセグメントを形成
することを容易にするために有機溶剤を含有させることができる。
【０１３２】
　有機溶剤としては、例えば乳酸エチル、ベンジルアルコール、１，２，３－トリクロロ
プロパン、１，３－ブタンジオール、１，３－ブチレングリコール、１，３－ブチレング
リコールジアセテート、１，４－ジオキサン、２－ヘプタノン、２－メチル－１，３－プ
ロパンジオール、３，５，５－トリメチル－２－シクロヘキセン－１－オン、３，３，５
－トリメチルシクロヘキサノン、３－エトキシプロピオン酸エチル、３－メチル－１，３
－ブタンジオール、３－メトキシ－３－メチル－１－ブタノール、３－メトキシ－３－メ
チルブチルアセテート、３－メトキシブタノール、３－メトキシブチルアセテート、４－
ヘプタノン、ｍ－キシレン、ｍ－ジエチルベンゼン、ｍ－ジクロロベンゼン、Ｎ，Ｎ－ジ
メチルアセトアミド、Ｎ，Ｎ－ジメチルホルムアミド、ｎ－ブチルアルコール、ｎ－ブチ
ルベンゼン、ｎ－プロピルアセテート、ｏ－キシレン、ｏ－クロロトルエン、ｏ－ジエチ
ルベンゼン、ｏ－ジクロロベンゼン、ｐ－クロロトルエン、ｐ－ジエチルベンゼン、ｓｅ
ｃ－ブチルベンゼン、ｔｅｒｔ－ブチルベンゼン、γ－ブチロラクトン、イソブチルアル
コール、イソホロン、エチレングリコールジエチルエーテル、エチレングリコールジブチ
ルエーテル、エチレングリコールモノイソプロピルエーテル、エチレングリコールモノエ
チルエーテル、エチレングリコールモノエチルエーテルアセテート、エチレングリコール
モノターシャリーブチルエーテル、エチレングリコールモノブチルエーテル、エチレング
リコールモノブチルエーテルアセテート、エチレングリコールモノプロピルエーテル、エ
チレングリコールモノヘキシルエーテル、エチレングリコールモノメチルエーテル、エチ
レングリコールモノメチルエーテルアセテート、ジイソブチルケトン、ジエチレングリコ
ールジエチルエーテル、ジエチレングリコールジメチルエーテル、ジエチレングリコール
モノイソプロピルエーテル、ジエチレングリコールモノエチルエーテルアセテート、ジエ
チレングリコールモノブチルエーテル、ジエチレングリコールモノブチルエーテルアセテ
ート、ジエチレングリコールモノメチルエーテル、シクロヘキサノール、シクロヘキサノ
ールアセテート、シクロヘキサノン、ジプロピレングリコールジメチルエーテル、ジプロ
ピレングリコールメチルエーテルアセテート、ジプロピレングリコールモノエチルエーテ
ル、ジプロピレングリコールモノブチルエーテル、ジプロピレングリコールモノプロピル
エーテル、ジプロピレングリコールモノメチルエーテル、ダイアセトンアルコール、トリ
アセチン、トリプロピレングリコールモノブチルエーテル、トリプロピレングリコールモ
ノメチルエーテル、プロピレングリコールジアセテート、プロピレングリコールフェニル
エーテル、プロピレングリコールモノエチルエーテル、プロピレングリコールモノエチル
エーテルアセテート、プロピレングリコールモノブチルエーテル、プロピレングリコール
モノプロピルエーテル、プロピレングリコールモノメチルエーテル、プロピレングリコー
ルモノメチルエーテルアセテート、プロピレングリコールモノメチルエーテルプロピオネ
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ート、ベンジルアルコール、メチルイソブチルケトン、メチルシクロヘキサノール、酢酸
ｎ－アミル、酢酸ｎ－ブチル、酢酸イソアミル、酢酸イソブチル、酢酸プロピル、二塩基
酸エステル等が挙げられる。
【０１３３】
　これらの溶剤は、１種を単独で、または必要に応じて任意の比率で２種以上混合して用
いることができる。
【０１３４】
　中でも、本発明の顔料、造塩化合物の分散、溶解が良好なことから、乳酸エチル、プロ
ピレングリコールモノメチルエーテルアセテート、プロピレングリコールモノエチルエー
テルアセテート、エチレングリコールモノメチルエーテルアセテート、エチレングリコー
ルモノエチルエーテルアセテート等のグリコールアセテート類、ベンジルアルコール等の
芳香族アルコール類やシクロヘキサノン等のケトン類を用いることが好ましい。特に、安
全衛生面と低粘度化の観点からプロピレングリコールモノメチルエーテルアセテートがよ
り好ましい。
【０１３５】
　２種以上の混合溶剤とする場合、上記の好ましい有機溶剤が、６５～９５重量％含有さ
れていることが好ましい。
【０１３６】
　また有機溶剤は、着色組成物を適正な粘度に調節し、目的とする均一な膜厚のフィルタ
セグメントを形成できることから、着色剤（Ａ）１００重量部に対し、８００～４０００
重量部の量で用いることが好ましい。
【０１３７】
　また本発明のカラーフィルタ用着色組成物は前記述べた成分に加えて、以下に述べる光
重合開始剤、増感剤、アミン系化合物、レベリング剤、硬化剤、硬化促進剤を用いること
ができる。
【０１３８】
＜光重合開始剤（Ｇ）＞
　本発明のカラーフィルタ用着色組成物は、該組成物を紫外線照射により硬化させ、フォ
トリソグラフ法によりフィルタセグメントを形成する場合、光重合開始剤等を加えて溶剤
現像型あるいはアルカリ現像型着色レジスト材の形態で調製することができる。
【０１３９】
　光重合開始剤（Ｇ）としては、４－フェノキシジクロロアセトフェノン、４－ｔ－ブチ
ル－ジクロロアセトフェノン、ジエトキシアセトフェノン、１－（４－イソプロピルフェ
ニル）－２－ヒドロキシ－２－メチルプロパン－１－オン、１－ヒドロキシシクロヘキシ
ルフェニルケトン、２－メチル－１－[４－（メチルチオ）フェニル]－２－モルフォリノ
プロパン－１－オン、２－（ジメチルアミノ）－２－[（４－メチルフェニル）メチル]－
１－[４－（４－モルフォリニル）フェニル]－１－ブタノン、または２－ベンジル－２－
ジメチルアミノ－１－（４－モルフォリノフェニル）－ブタン－１－オン等のアセトフェ
ノン系化合物；ベンゾイン、ベンゾインメチルエーテル、ベンゾインエチルエーテル、ベ
ンゾインイソプロピルエーテル、またはベンジルジメチルケタール等のベンゾイン系化合
物；ベンゾフェノン、ベンゾイル安息香酸、ベンゾイル安息香酸メチル、４－フェニルベ
ンゾフェノン、ヒドロキシベンゾフェノン、アクリル化ベンゾフェノン、４－ベンゾイル
－４’－メチルジフェニルサルファイド、または３，３’，４，４’－テトラ（ｔ－ブチ
ルパーオキシカルボニル）ベンゾフェノン等のベンゾフェノン系化合物；チオキサントン
、２－クロルチオキサントン、２－メチルチオキサントン、イソプロピルチオキサントン
、２，４－ジイソプロピルチオキサントン、または２，４－ジエチルチオキサントン等の
チオキサントン系化合物；２，４，６－トリクロロ－ｓ－トリアジン、２－フェニル－４
，６－ビス（トリクロロメチル）－ｓ－トリアジン、２－（ｐ－メトキシフェニル）－４
，６－ビス（トリクロロメチル）－ｓ－トリアジン、２－（ｐ－トリル）－４，６－ビス
（トリクロロメチル）－ｓ－トリアジン、２－ピペロニル－４，６－ビス（トリクロロメ
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チル）－ｓ－トリアジン、２，４－ビス（トリクロロメチル）－６－スチリル－ｓ－トリ
アジン、２－（ナフト－１－イル）－４，６－ビス（トリクロロメチル）－ｓ－トリアジ
ン、２－（４－メトキシ－ナフト－１－イル）－４，６－ビス（トリクロロメチル）－ｓ
－トリアジン、２，４－トリクロロメチル－（ピペロニル）－６－トリアジン、または２
，４－トリクロロメチル－（４’－メトキシスチリル）－６－トリアジン等のトリアジン
系化合物；１，２－オクタンジオン，１－〔４－（フェニルチオ）－，２－（Ｏ－ベンゾ
イルオキシム）〕、またはＯ－（アセチル）－Ｎ－（１－フェニル－２－オキソ－２－（
４’－メトキシ－ナフチル）エチリデン）ヒドロキシルアミン等のオキシムエステル系化
合物；ビス（２，４，６－トリメチルベンゾイル）フェニルホスフィンオキサイド、また
は２，４，６－トリメチルベンゾイルジフェニルホスフィンオキサイド等のホスフィン系
化合物；９，１０－フェナンスレンキノン、カンファーキノン、エチルアントラキノン等
のキノン系化合物；　ボレート系化合物；　カルバゾール系化合物；イミダゾール系化合
物；あるいは、チタノセン系化合物等が用いられる。
【０１４０】
　これらの光重合開始剤（Ｇ）は、１種を単独で、または必要に応じて任意の比率で２種
以上混合して用いることができる。
【０１４１】
　光重合開始剤（Ｇ）の含有量は、着色剤（Ａ）１００重量部に対し、５～２００重量部
であることが好ましく、光硬化性及び現像性の観点から１０～１５０重量部であることが
より好ましい。
【０１４２】
＜増感剤（Ｈ）＞
　本発明のカラーフィルタ用着色組成物は、さらに、増感剤（Ｈ）を含有させることがで
きる。
　増感剤（Ｈ）としては、カルコン誘導体、ジベンザルアセトン等に代表される不飽和ケ
トン類、ベンジルやカンファーキノン等に代表される１，２－ジケトン誘導体、ベンゾイ
ン誘導体、フルオレン誘導体、ナフトキノン誘導体、アントラキノン誘導体、キサンテン
誘導体、チオキサンテン誘導体、キサントン誘導体、チオキサントン誘導体、クマリン誘
導体、ケトクマリン誘導体、シアニン誘導体、メロシアニン誘導体、オキソノ－ル誘導体
等のポリメチン色素、アクリジン誘導体、アジン誘導体、チアジン誘導体、オキサジン誘
導体、インドリン誘導体、アズレン誘導体、アズレニウム誘導体、スクアリリウム誘導体
、ポルフィリン誘導体、テトラフェニルポルフィリン誘導体、トリアリールメタン誘導体
、テトラベンゾポルフィリン誘導体、テトラピラジノポルフィラジン誘導体、フタロシア
ニン誘導体、テトラアザポルフィラジン誘導体、テトラキノキサリロポルフィラジン誘導
体、ナフタロシアニン誘導体、サブフタロシアニン誘導体、ピリリウム誘導体、チオピリ
リウム誘導体、テトラフィリン誘導体、アヌレン誘導体、スピロピラン誘導体、スピロオ
キサジン誘導体、チオスピロピラン誘導体、金属アレーン錯体、有機ルテニウム錯体、ま
たはミヒラーケトン誘導体、α－アシロキシエステル、アシルフォスフィンオキサイド、
メチルフェニルグリオキシレート、ベンジル、９，１０－フェナンスレンキノン、カンフ
ァーキノン、エチルアンスラキノン、４，４’－ジエチルイソフタロフェノン、３，３’
または４，４’－テトラ（ｔ－ブチルパーオキシカルボニル）ベンゾフェノン、４，４’
－ジエチルアミノベンゾフェノン等が挙げられる。
【０１４３】
　これらの増感剤（Ｈ）は、１種を単独で、または必要に応じて任意の比率で２種以上混
合して用いることができる。
【０１４４】
　さらに具体的には、大河原信ら編、「色素ハンドブック」（１９８６年、講談社）、大
河原信ら編、「機能性色素の化学」（１９８１年、シーエムシー）、池森忠三朗ら編、及
び「特殊機能材料」（１９８６年、シーエムシー）に記載の増感剤が挙げられるがこれら
に限定されるものではない。また、その他、紫外から近赤外域にかけての光に対して吸収
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を示す増感剤を含有させることもできる。
【０１４５】
　増感剤（Ｈ）の含有量は、光重合開始剤（Ｇ）１００重量部に対し、３～６０重量部で
あることが好ましく、光硬化性、現像性の観点から５～５０重量部であることがより好ま
しい。
【０１４６】
＜レベリング剤＞
　本発明の着色組成物には、透明基板上での組成物のレベリング性を良くするため、レベ
リング剤を添加することが好ましい。レベリング剤としては、主鎖にポリエーテル構造ま
たはポリエステル構造を有するジメチルシロキサンが好ましい。主鎖にポリエーテル構造
を有するジメチルシロキサンの具体例としては、東レ・ダウコーニング社製ＦＺ－２１２
２、ビックケミー社製ＢＹＫ－３３３などが挙げられる。主鎖にポリエステル構造を有す
るジメチルシロキサンの具体例としては、ビックケミー社製ＢＹＫ－３１０、ＢＹＫ－３
７０などが挙げられる。主鎖にポリエーテル構造を有するジメチルシロキサンと、主鎖に
ポリエステル構造を有するジメチルシロキサンとは、併用することもできる。レベリング
剤の含有量は通常、着色組成物の全重量１００重量部に対し、０．００３～１．０重量部
用いることが好ましい。
【０１４７】
　レベリング剤として特に好ましいものとしては、分子内に疎水基と親水基を有するいわ
ゆる界面活性剤の一種で、親水基を有しながらも水に対する溶解性が小さく、着色組成物
に添加した場合、その表面張力低下能が低いという特徴を有し、さらに表面張力低下能が
低いにも拘らずガラス板への濡れ性が良好なものが有用であり、泡立ちによる塗膜の欠陥
が出現しない添加量において十分に帯電性を抑止できるものが好ましく使用できる。この
ような好ましい特性を有するレベリング剤として、ポリアルキレンオキサイド単位を有す
るジメチルポリシロキサンが好ましく使用できる。ポリアルキレンオキサイド単位として
は、ポリエチレンオキサイド単位、ポリプロピレンオキサイド単位があり、ジメチルポリ
シロキサンは、ポリエチレンオキサイド単位とポリプロピレンオキサイド単位とを共に有
していてもよい。
【０１４８】
　また、ポリアルキレンオキサイド単位のジメチルポリシロキサンとの結合形態は、ポリ
アルキレンオキサイド単位がジメチルポリシロキサンの繰り返し単位中に結合したペンダ
ント型、ジメチルポリシロキサンの末端に結合した末端変性型、ジメチルポリシロキサン
と交互に繰り返し結合した直鎖状のブロックコポリマー型のいずれであってもよい。ポリ
アルキレンオキサイド単位を有するジメチルポリシロキサンは、東レ・ダウコーニング株
式会社から市販されており、例えば、ＦＺ－２１１０、ＦＺ－２１２２、ＦＺ－２１３０
、ＦＺ－２１６６、ＦＺ－２１９１、ＦＺ－２２０３、ＦＺ－２２０７が挙げられるが、
これらに限定されるものではない。
【０１４９】
　レベリング剤には、アニオン性、カチオン性、ノニオン性、または両性の界面活性剤を
補助的に加えることも可能である。界面活性剤は、２種以上混合して使用しても構わない
。
【０１５０】
　レベリング剤に補助的に加えるアニオン性界面活性剤としては、ポリオキシエチレンア
ルキルエーテル硫酸塩、ドデシルベンゼンスルホン酸ナトリウム、スチレン－アクリル酸
共重合体のアルカリ塩、アルキルナフタリンスルホン酸ナトリウム、アルキルジフェニル
エーテルジスルホン酸ナトリウム、ラウリル硫酸モノエタノールアミン、ラウリル硫酸ト
リエタノールアミン、ラウリル硫酸アンモニウム、ステアリン酸モノエタノールアミン、
ステアリン酸ナトリウム、ラウリル硫酸ナトリウム、スチレン－アクリル酸共重合体のモ
ノエタノールアミン、ポリオキシエチレンアルキルエーテルリン酸エステルなどが挙げら
れる。
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【０１５１】
　レベリング剤に補助的に加えるカオチン性界面活性剤としては、アルキル４級アンモニ
ウム塩やそれらのエチレンオキサイド付加物が挙げられる。レベリング剤に補助的に加え
るノニオン性界面活性剤としては、ポリオキシエチレンオレイルエーテル、ポリオキシエ
チレンラウリルエーテル、ポリオキシエチレンノニルフェニルエーテル、ポリオキシエチ
レンアルキルエーテルリン酸エステル、ポリオキシエチレンソルビタンモノステアレート
、ポリエチレングリコールモノラウレートなどの；アルキルジメチルアミノ酢酸ベタイン
などのアルキルベタイン、アルキルイミダゾリンなどの両性界面活性剤、また、フッ素系
やシリコーン系の界面活性剤が挙げられる。
【０１５２】
＜アミン系化合物＞
　また、本発明の着色組成物には、溶存している酸素を還元する働きのあるアミン系化合
物を含有させることができる。
　このようなアミン系化合物としては、トリエタノールアミン、メチルジエタノールアミ
ン、トリイソプロパノールアミン、４－ジメチルアミノ安息香酸メチル、４－ジメチルア
ミノ安息香酸エチル、４－ジメチルアミノ安息香酸イソアミル、安息香酸２－ジメチルア
ミノエチル、４－ジメチルアミノ安息香酸２－エチルヘキシル、及びＮ，Ｎ－ジメチルパ
ラトルイジン等が挙げられる。
【０１５３】
＜硬化剤、硬化促進剤＞
　また本発明の着色組成物には、熱硬化性樹脂の硬化を補助するため、必要に応じて、硬
化剤、硬化促進剤などを含んでいてもよい。硬化剤としては、フェノール系樹脂、アミン
系化合物、酸無水物、活性エステル、カルボン酸系化合物、スルホン酸系化合物などが有
効であるが、特にこれらに限定されるものではなく、熱硬化性樹脂と反応し得るものであ
れば、いずれの硬化剤を使用してもよい。また、これらの中でも、１分子内に２個以上の
フェノール性水酸基を有する化合物、アミン系硬化剤が好ましく挙げられる。前記硬化促
進剤としては、例えば、アミン化合物（例えば、ジシアンジアミド、ベンジルジメチルア
ミン、４－（ジメチルアミノ）－Ｎ，Ｎ－ジメチルベンジルアミン、４－メトキシ－Ｎ，
Ｎ－ジメチルベンジルアミン、４－メチル－Ｎ，Ｎ－ジメチルベンジルアミン等）、４級
アンモニウム塩化合物（例えば、トリエチルベンジルアンモニウムクロリド等）、ブロッ
クイソシアネート化合物（例えば、ジメチルアミン等）、イミダゾール誘導体二環式アミ
ジン化合物及びその塩（例えば、イミダゾール、２－メチルイミダゾール、２－エチルイ
ミダゾール、２－エチル－４－メチルイミダゾール、２－フェニルイミダゾール、４－フ
ェニルイミダゾール、１－シアノエチル－２－フェニルイミダゾール、１－（２－シアノ
エチル）－２－エチル－４－メチルイミダゾール等）、リン化合物（例えば、トリフェニ
ルホスフィン等）、グアナミン化合物（例えば、メラミン、グアナミン、アセトグアナミ
ン、ベンゾグアナミン等）、Ｓ－トリアジン誘導体（例えば、２，４－ジアミノ－６－メ
タクリロイルオキシエチル－Ｓ－トリアジン、２－ビニル－２，４－ジアミノ－Ｓ－トリ
アジン、２－ビニル－４，６－ジアミノ－Ｓ－トリアジン・イソシアヌル酸付加物、２，
４－ジアミノ－６－メタクリロイルオキシエチル－Ｓ－トリアジン・イソシアヌル酸付加
物等）などを用いることができる。これらは１種単独で使用してもよく、２種以上を併用
してもよい。前記硬化促進剤の含有量としては、熱硬化性樹脂１００重量部に対し、０．
０１～１５重量部が好ましい。
【０１５４】
＜着色組成物の製造方法＞
　本発明のカラーフィルタ用着色組成物は、造塩化合物（Ａ１）を、バインダー樹脂（Ｂ
）および／または有機溶剤（Ｄ）に攪拌・溶解した造塩化合物溶液に、バインダー樹脂（
Ｂ）、多官能モノマー（Ｃ）、光重合開始剤（Ｇ）、必要に応じて、さらに有機溶剤（Ｄ
）、及びその他の添加剤等と混合し、溶剤現像型あるいはアルカリ現像型感光性着色組成
物（レジスト材）として調整することができる。
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【０１５５】
　また、着色剤（Ａ）としてさらに顔料を含む場合には、顔料を、必要に応じて下記に示
す顔料分散剤と共にバインダー樹脂（Ｂ）および／または有機溶剤（Ｄ）中に三本ロール
ミル、二本ロールミル、サンドミル、ニーダー、アトライター等の各種分散手段を用いて
微細に分散して得られた顔料分散体とし、造塩化合物溶液、多官能モノマー（Ｃ）、光重
合開始剤（Ｇ）、有機溶剤（Ｄ）等と混合することによりカラーフィルタ用着色組成物が
調製できる。
【０１５６】
　また、着色剤溶液と顔料分散体を別々に製造し、混合して用いるだけでなく、造塩化合
物（Ａ１）と顔料を混合し、一緒に分散してから用いることも可能である。
【０１５７】
　顔料をバインダー樹脂（Ｂ）および／または有機溶剤（Ｄ）中に分散する際には、適宜
、樹脂型顔料分散剤、界面活性剤、顔料誘導体等の分散助剤を含有させることができる。
分散助剤は、顔料の分散に優れ、分散後の顔料の再凝集を防止する効果が大きいので、分
散助剤を用いて顔料を樹脂および／または溶剤中に分散してなるカラーフィルタ用着色組
成物を用いた場合には、透明性に優れたカラーフィルタが得られる。
【０１５８】
＜分散助剤＞
　顔料をバインダー樹脂、有機溶剤等の着色剤担体中に分散する際には、適宜、色素誘導
体、樹脂型分散剤、界面活性剤等の分散助剤を用いることができる。分散助剤は、着色剤
の分散に優れ、分散後の着色剤の再凝集を防止する効果が大きいので、分散助剤を用いて
着色剤を着色剤担体中に分散してなる着色組成物を用いた場合には、分光透過率の高いカ
ラーフィルタが得られる。
【０１５９】
　本発明において、造塩化合物（Ａ１）は、併用する顔料の分散助剤としての役割を果た
すことも期待される。
【０１６０】
(色素誘導体)
　色素誘導体としては、有機顔料、アントラキノン、アクリドンまたはトリアジンに、塩
基性置換基、酸性置換基、または置換基を有していても良いフタルイミドメチル基を導入
した化合物があげられ、例えば、特開昭６３－３０５１７３号公報、特公昭５７－１５６
２０号公報、特公昭５９－４０１７２号公報、特公昭６３－１７１０２号公報、特公平５
－９４６９号公報等に記載されているものを使用でき、これらは単独または２種類以上を
混合して用いることができる。
【０１６１】
　色素誘導体の含有量は、分散性向上の観点から、顔料１００重量部に対し、好ましくは
０．０１重量部以上、さらに好ましくは０．５重量部以上、最も好ましくは１重量部以上
である。また、耐熱性、耐光性の観点から、好ましくは２００重量部以下、さらに好まし
くは１００重量部以下である。
【０１６２】
　なかでも本発明のカラーフィルタ用着色組成物が、青色顔料を含む場合には、青色顔料
を分散するための色素誘導体として、特にフタロシアニン顔料に塩基性置換基を導入した
銅フタロシアニンの塩基性化合物を用いることが好ましい。銅フタロシアニンの塩基性化
合物としては、銅フタロシアニンのアミン化合物が好ましく、銅フタロシアニンスルホン
酸アンモニウム塩化合物、銅フタロシアニン３級アミン化合物、銅フタロシアニンスルホ
ン酸アミド化合物が挙げられる。
【０１６３】
　具体的には、下記一般式（３）で示される銅フタロシアニンのアミン化合物であって、
下記一般式（４）～（６）で示される塩基性基を有する銅フタロシアニンのアミン化合物
が、好適に使用できる。
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　銅フタロシアニンの塩基性化合物、特に銅フタロシアニンのアミン化合物を本発明の青
色着色組成物中に用いることで、青色のカラーフィルタとした場合に高明度、高コントラ
スト比を達成することができる。これは銅フタロシアニンの塩基性化合物が、青色顔料の
分散を向上させながら、造塩化合物（Ａ１）に由来する蛍光の発生を抑制することによる
ものである。特に青色着色組成物中に造塩化合物（Ａ１）と銅フタロシアニンの塩基性化
合物とが共存していることの意義が大きいものである。
一般式（５０）：
　　　　Ｐ－Ｌｍ
［一般式（５０）中、
Ｐ：有機顔料残基、アントラキノン残基、アクリドン残基またはトリアジン残基
Ｌ：塩基性置換基、酸性置換基、または置換基を有していても良いフタルイミドメチル基
ｍ：１～４の整数である］
　色素誘導体は、例えば、特開昭６３－３０５１７３号公報、特公昭５７－１５６２０号
公報、特公昭５９－４０１７２号公報、特公昭６３－１７１０２号公報、又は特公平５－
９４６９号公報等に記載されているものを使用でき、これらは単独で又は２種類以上を混
合して用いることができる。
【０１６５】
　一般式（５０）中、Ｐの有機顔料残基を構成する有機顔料としては、下記のようなもの
が挙げられる。
【０１６６】
　Ｐの有機顔料残基を構成する有機顔料としては、例えば、ジケトピロロピロール系顔料
；アゾ、ジスアゾ、ポリアゾ等のアゾ系顔料；銅フタロシアニン、ハロゲン化銅フタロシ
アニン、亜鉛フタロシアニン、ハロゲン化亜鉛フタロシアニン、無金属フタロシアニン等
のフタロシアニン系顔料；アミノアントラキノン、ジアミノジアントラキノン、アントラ
ピリミジン、フラバントロン、アントアントロン、インダントロン、ピラントロン、ビオ
ラントロン等のアントラキノン系顔料；キナクリドン系顔料；ジオキサジン系顔料；ペリ
ノン系顔料；ペリレン系顔料；チオインジゴ系顔料；イソインドリン系顔料；イソインド
リノン系顔料；スレン系顔料；キノフタロン系顔料；ジオキサジン系顔料；金属錯体系顔
料等が挙げられる。
【０１６７】
　なかでも、一般式（５０）におけるＬが塩基性置換基である、塩基性置換基を有する色
素誘導体が好ましく使用できる。
【０１６８】
　塩基性置換基を有する色素誘導体を含むことにより、塩基性置換基を有する色素誘導体
なしでは分散の難しい顔料の場合も、分散性、流動性、保存安定性に優れた顔料組成物と
することができ好ましい。酸性樹脂型分散剤と塩基性置換基を有する色素誘導体との相乗
効果で顔料を効果的に分散し、流動性、保存安定性に優れた顔料組成物とせしめることが
できる。
【０１６９】
　塩基性置換基のなかでも、好ましくは、Ｌが、一般式（５１）、（５２）、及び（５３
）で示される群から選ばれる置換基である。
一般式（５１）：
【０１７０】
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【化３】

一般式（５２）：
【０１７１】
【化４】

一般式（５３）：
【０１７２】
【化５】

【０１７３】
［一般式（５１）～（５３）中、
Ｘは、－ＳＯ2－、－ＣＯ－、－ＣＨ2－、－ＣＨ2ＮＨＣＯＣＨ2－、－ＣＨ2ＮＨＳＯ2Ｃ
Ｈ2－、又は直接結合であり、
Ｙは、－ＮＨ－、－Ｏ－、又は直接結合であり、
ｋは、１～１０の整数であり、
Ｙ1は、－ＮＨ－、－ＮＲ58－Ｚ－ＮＲ59－、又は直接結合であり、
　Ｒ58、及びＲ59は、それぞれ独立に、水素結合、置換基を有しても良い炭素数１～３６
のアルキル基、置換基を有しても良い炭素数２～３６のアルケニル基、又は置換基を有し
ても良いフェニル基であり、
　Ｚは、置換基を有しても良いアルキレン基、又は置換基を有しても良いアリーレン基で
あり、
　Ｒ50、Ｒ51は、それぞれ独立に、水素原子、置換基を有しても良い炭素数１～３０のア
ルキル基、置換基を有しても良い炭素数２～３０のアルケニル基、又はＲ50とＲ51とが一
体となって更なる窒素、酸素、若しくは硫黄原子を含む、置換基を有しても良い複素環で
あり、
　Ｒ52、Ｒ53、Ｒ54、及びＲ55は、それぞれ独立に、水素原子、置換基を有しても良い炭
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素数１～２０のアルキル基、置換基を有しても良い炭素数２～２０のアルケニル基、置換
基を有しても良い炭素数６～２０のアリーレン基であり、
　Ｒ56は、水素原子、置換基を有しても良い炭素数１～２０のアルキル基、置換基を有し
ても良い炭素数２～２０のアルケニル基であり、
　Ｒ57は、上記一般式（５１）で示される置換基、又は上記一般式（５２）で示される置
換基であり、
　Ｑは、水酸基、アルコキシル基、上記一般式（５１）で示される置換基、又は上記一般
式（５２）で示される置換基である。］
【０１７４】
　一般式（５１）～（５３）で示される置換基を形成するために使用されるアミン成分と
しては、例えば、ジメチルアミン、ジエチルアミン、メチルエチルアミン、Ｎ，Ｎ－エチ
ルイソプロピルアミン、Ｎ，Ｎ－エチルプロピルアミン、Ｎ，Ｎ－メチルブチルアミン、
Ｎ，Ｎ－メチルイソブチルアミン、Ｎ，Ｎ－ブチルエチルアミン、Ｎ，Ｎ－ｔｅｒｔ－ブ
チルエチルアミン、ジイソプロピルアミン、ジプロピルアミン、Ｎ，Ｎ－ｓｅｃ－ブチル
プロピルアミン、ジブチルアミン、ジ－ｓｅｃ－ブチルアミン、ジイソブチルアミン、Ｎ
，Ｎ－イソブチル－ｓｅｃ－ブチルアミン、ジアミルアミン、ジイソアミルアミン、ジヘ
キシルアミン、ジシクロヘキシルアミン、ジ（２－エチルへキシル）アミン、ジオクチル
アミン、Ｎ，Ｎ－メチルオクタデシルアミン、ジデシルアミン、ジアリルアミン、Ｎ，Ｎ
－エチル－１，２－ジメチルプロピルアミン、Ｎ，Ｎ－メチルヘキシルアミン、ジオレイ
ルアミン、ジステアリルアミン、Ｎ，Ｎ－ジメチルアミノメチルアミン、Ｎ，Ｎ－ジメチ
ルアミノエチルアミン、Ｎ，Ｎ－ジメチルアミノアミルアミン、Ｎ，Ｎ－ジメチルアミノ
ブチルアミン、Ｎ，Ｎ－ジエチルアミノエチルアミン、Ｎ，Ｎ－ジエチルアミノプロピル
アミン、Ｎ，Ｎ－ジエチルアミノヘキシルアミン、Ｎ，Ｎ－ジエチルアミノブチルアミン
、Ｎ，Ｎ－ジエチルアミノペンチルアミン、Ｎ，Ｎ－ジプロピルアミノブチルアミン、Ｎ
，Ｎ－ジブチルアミノプロピルアミン、Ｎ，Ｎ－ジブチルアミノエチルアミン、Ｎ，Ｎ－
ジブチルアミノブチルアミン、Ｎ，Ｎ－ジイソブチルアミノペンチルアミン、Ｎ，Ｎ－メ
チルーラウリルアミノプロピルアミン、Ｎ，Ｎ－エチルーヘキシルアミノエチルアミン、
Ｎ，Ｎ－ジステアリルアミノエチルアミン、Ｎ，Ｎ－ジオレイルアミノエチルアミン、Ｎ
，Ｎ－ジステアリルアミノブチルアミン、ピペリジン、２－ピペコリン、３－ピペコリン
、４－ピペコリン、２，４－ルペチジ ン、２，６－ルペチジン、３，５－ルペチジン、
３－ピペリジンメタノール、ピペコリン酸、イソニペコチン酸、イソニペコチン酸メチル
、イソニペコチン酸エチル、２－ピペリジンエタノール、ピロリジン、３－ヒドロキシピ
ロリジン、Ｎ－アミノエチルピペリジン、Ｎ－アミノエチル－４－ピペコリン、Ｎ－アミ
ノエ チルモルホリン、Ｎ－アミノプロピルピペリジン、Ｎ－アミノプロピル－２－ピペ
コリン、Ｎ－アミノプロピル－４－ピペコリン、Ｎ－アミノプロピルモルホリン、Ｎ－メ
チルピペラジン、Ｎ－ブチルピペラジン、Ｎ－メチルホモピペラジン、１－シクロペンチ
ルピペラジン、１－アミノ－４－メチルピペラジン、１－シクロペンチルピペラジン等が
挙げられる。
【０１７５】
　本発明の塩基性置換基を有する色素誘導体、は、種々の合成経路で合成することができ
る。例えば、有機色素に式（５４）～（５７）で示される置換基を導入した後、上記置換
基と反応して式（５１）～（５３）で示される置換基を形成する上記アミン成分、例えば
、Ｎ，Ｎ－ジメチルアミノプロピルアミン、Ｎ－メチルピペラジン、ジエチルアミン、又
は４－［４－ヒドロキシ－６－［３－（ジブチルアミノ）プロピルアミノ］－１，３，５
－トリアジン－２－イルアミノ］アニリン等を反応させることによって得られる。
式（５４）： －ＳＯ2Ｃｌ
式（５５）： －ＣＯＣｌ
式（５６）： －ＣＨ2ＮＨＣＯＣＨ2Ｃｌ
式（５７）： －ＣＨ2Ｃｌ
　式（５４）～（５６）の置換基と上記アミン成分との反応時、式（５４）～（５７）の
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置換基の一部が加水分解して、塩素が水酸基に置換したものが混在していてもよい。その
場合、式（５４）、及び式（５５）は、それぞれ、スルホン酸基、及びカルボン酸基とな
るが、何れも遊離酸のままでもよく、又、１～３価の金属又は上記のモノアミンとの塩で
あってもよい。
【０１７６】
　又、有機色素がアゾ系色素である場合は、一般式（５１）～（５３）で示される置換基
をあらかじめジアゾ成分またはカップリング成分に導入し、その後カップリング反応を行
うことによってアゾ系顔料誘導体を製造することもできる。
【０１７７】
　銅フタロシアニンのアミン化合物のうち、一般式（５３）で示される置換基は、種々の
合成経路で合成することができる。例えば、塩化シアヌルを出発原料とし、塩化シアヌル
の少なくとも１つの塩素に式（５１）、（５２）で示される置換基を形成するアミン成分
、例えば、Ｎ，Ｎ－ジメチルアミノプロピルアミン又はＮ－メチルピペラジン等を反応さ
せ、次いで塩化シアヌルの残りの塩素と種々のアミンもしくはアルコール等を反応させる
ことによって得られる。
【０１７８】
　本発明で用いる銅フタロシアニンのアミン化合物の中で最も好ましい形態は、銅フタロ
シアニンスルホン酸アミド化合物である。
【０１７９】
　銅フタロシアニンスルホン酸アミド化合物とは、上記の塩基性置換基を有する銅フタロ
シアニン化合物のうち、一般式（５１）～（５３）の
Ｘは－ＳＯ2－、－ＣＨ2ＮＨＳＯ2ＣＨ2－であり、
Ｙ0は－ＮＨ－、又は直接結合であり、
ｋは１～１０の整数であり、
Ｙ1は、－ＮＨ－、－ＮＲ58－Ｚ－ＮＲ59－である化合物である。
［ここで、Ｒ58、及びＲ59は、それぞれ独立に、水素原子、炭素数１～３６のアルキル基
、炭素数２～３６のアルケニル基、又はフェニル基であり、Ｚは、炭素数１～２０のアル
キレン基、好ましくは炭素数１～１０のアルキレン基、又は炭素数１～２０のアリーレン
基、好ましくは炭素数１～１０のアリーレン基であり、例としては、メチレン基、エチレ
ン基、プロピレン基、フェニレン基が挙げられる。］
【０１８０】
　銅フタロシアニンのアミン化合物は、単独でも使用可能であるが、２種類以上を組み合
わせて使用しても構わない。銅フタロシアニンのアミン化合物の配合量は、青色顔料の全
量１００重量部に対し、０．０１～２００重量部であることが好ましく、１～１００重量
部であることがより好ましい。
【０１８１】
　また本発明の青色着色組成物において、銅フタロシアニンのアミン化合物の配合量は、
造塩化合物（Ａ１）との重量比率（銅フタロシアニンのアミン化合物／造塩化合物（Ａ１
））が０．３～１．５であることが好ましい。
【０１８２】
　この範囲を満足することで青色顔料の分散を向上させながら、造塩化合物（Ａ）から生
ずる蛍光を抑制することができ、その結果カラーフィルタとして高明度、高コントラスト
比を達成できる青色着色組成物とすることができる。
【０１８３】
　また０．３未満では蛍光の抑制および銅フタロシアニンのアミン化合物の分散性が不十
分であるためコントラストが低くなり、１．５を超えると色特性に影響が発生し低明度と
なる場合がある。より好ましい重量比率（銅フタロシアニンのアミン化合物／造塩化合物
（Ａ））は０．４～１．２であり、最も好ましい重量比率（銅フタロシアニンのアミン化
合物／造塩化合物（Ａ１））は０．５～１．１である。
【０１８４】
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(樹脂型分散剤)
　本発明においては樹脂型分散剤を加えることが出来る。樹脂型分散剤としては、添加顔
料に吸着する性質を有する顔料親和性部位と、着色剤担体と相溶性のある部位とを有し、
添加顔料に吸着して着色剤担体への分散を安定化する働きをするものである。樹脂型分散
剤として具体的には、ポリウレタン、ポリアクリレート等のポリカルボン酸エステル、不
飽和ポリアミド、ポリカルボン酸、ポリカルボン酸（部分）アミン塩、ポリカルボン酸ア
ンモニウム塩、ポリカルボン酸アルキルアミン塩、ポリシロキサン、長鎖ポリアミノアマ
イドリン酸塩、水酸基含有ポリカルボン酸エステルや、これらの変性物、ポリ（低級アル
キレンイミン）と遊離のカルボキシル基を有するポリエステルとの反応により形成された
アミドやその塩等の油性分散剤、（メタ）アクリル酸－スチレン共重合体、（メタ）アク
リル酸－（メタ）アクリル酸エステル共重合体、スチレン－マレイン酸共重合体、ポリビ
ニルアルコール、ポリビニルピロリドン等の水溶性樹脂や水溶性高分子化合物、ポリエス
テル系、変性ポリアクリレート系、エチレンオキサイド／プロピレンオキサイド付加化合
物、リン酸エステル系等が用いられ、これらは単独または２種以上を混合して用いること
ができるが、必ずしもこれらに限定されるものではない。
【０１８５】
　市販の樹脂型分散剤としては、ビックケミー・ジャパン社製のＤｉｓｐｅｒｂｙｋ－１
０１、１０３、１０７、１０８、１１０、１１１、１１６、１３０、１４０、１５４、１
６１、１６２、１６３、１６４、１６５、１６６、１７０、１７１、１７４、１８０、１
８１、１８２、１８３、１８４、１８５、１９０、２０００、２００１、２０２０、２０
２５、２０５０、２０７０、２０９５、２１５０、２１５５またはＡｎｔｉ－Ｔｅｒｒａ
－Ｕ、２０３、２０４、またはＢＹＫ－Ｐ１０４、Ｐ１０４Ｓ、２２０Ｓ、６９１９、ま
たはＬａｃｔｉｍｏｎ、Ｌａｃｔｉｍｏｎ－ＷＳまたはＢｙｋｕｍｅｎ等、日本ルーブリ
ゾール社製のＳＯＬＳＰＥＲＳＥ－３０００、９０００、１３０００、１３２４０、１３
６５０、１３９４０、１６０００、１７０００、１８０００、２００００、２１０００、
２４０００、２６０００、２７０００、２８０００、３１８４５、３２０００、３２５０
０、３２５５０、３３５００、３２６００、３４７５０、３５１００、３６６００、３８
５００、４１０００、４１０９０、５３０９５、５５０００、７６５００等、チバ・ジャ
パン社製のＥＦＫＡ－４６、４７、４８、４５２、４００８、４００９、４０１０、４０
１５、４０２０、４０４７、４０５０、４０５５、４０６０、４０８０、４４００、４４
０１、４４０２、４４０３、４４０６、４４０８、４３００、４３１０、４３２０、４３
３０、４３４０、４５０、４５１、４５３、４５４０、４５５０、４５６０、４８００、
５０１０、５０６５、５０６６、５０７０、７５００、７５５４、１１０１、１２０、１
５０、１５０１、１５０２、１５０３、等、味の素ファインテクノ社製のアジスパーＰＡ
１１１、ＰＢ７１１、ＰＢ８２１、ＰＢ８２２、ＰＢ８２４等が挙げられる。
【０１８６】
＜界面活性剤＞
　界面活性剤としては、ラウリル硫酸ナトリウム、ポリオキシエチレンアルキルエーテル
硫酸塩、ドデシルベンゼンスルホン酸ナトリウム、スチレン－アクリル酸共重合体のアル
カリ塩、ステアリン酸ナトリウム、アルキルナフタリンスルホン酸ナトリウム、アルキル
ジフェニルエーテルジスルホン酸ナトリウム、ラウリル硫酸モノエタノールアミン、ラウ
リル硫酸トリエタノールアミン、ラウリル硫酸アンモニウム、ステアリン酸モノエタノー
ルアミン、スチレン－アクリル酸共重合体のモノエタノールアミン、ポリオキシエチレン
アルキルエーテルリン酸エステル等のアニオン性界面活性剤；ポリオキシエチレンオレイ
ルエーテル、ポリオキシエチレンラウリルエーテル、ポリオキシエチレンノニルフェニル
エーテル、ポリオキシエチレンアルキルエーテルリン酸エステル、ポリオキシエチレンソ
ルビタンモノステアレート、ポリエチレングリコールモノラウレート等のノニオン性界面
活性剤；アルキル４級アンモニウム塩やそれらのエチレンオキサイド付加物等のカオチン
性界面活性剤；アルキルジメチルアミノ酢酸ベタイン等のアルキルベタイン、アルキルイ
ミダゾリン等の両性界面活性剤が挙げられ、これらは単独でまたは２種以上を混合して用
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いることができるが、必ずしもこれらに限定されるものではない。
【０１８７】
　樹脂型分散剤、界面活性剤を添加する場合の配合量は、顔料１００重量部に対し、好ま
しくは０．１～５５重量部、さらに好ましくは０．１～４５重量部である。樹脂型分散剤
、界面活性剤の配合量が、０．１重量部％未満の場合には、添加した効果が得られ難く、
配合量が５５重量部より多いと、過剰な分散剤により分散に悪影響を及ぼすことがある。
【０１８８】
＜その他の添加剤成分＞
　本発明の着色組成物には、組成物の経時粘度を安定化させるために貯蔵安定剤を含有さ
せることができる。また、透明基板との密着性を高めるためにシランカップリング剤等の
密着向上剤を含有させることもできる。
【０１８９】
　貯蔵安定剤としては、例えば、ベンジルトリメチルクロライド、ジエチルヒドロキシア
ミンなどの４級アンモニウムクロライド、乳酸、シュウ酸などの有機酸およびそのメチル
エーテル、ｔ－ブチルピロカテコール、テトラエチルホスフィン、テトラフェニルフォス
フィンなどの有機ホスフィン、亜リン酸塩等が挙げられる。
【０１９０】
　貯蔵安定剤の含有量は、着色剤（Ａ）１００重量部に対し、０．１～１０重量部の量で
用いることができる。
【０１９１】
　密着向上剤としては、ビニルトリス（β－メトキシエトキシ）シラン、ビニルエトキシ
シラン、ビニルトリメトキシシラン等のビニルシラン類、γ－メタクリロキシプロピルト
リメトキシシラン等の（メタ）アクリルシラン類、β－（３，４－エポキシシクロヘキシ
ル）エチルトリメトキシシラン、β－（３，４－エポキシシクロヘキシル）メチルトリメ
トキシシラン、β－（３，４－エポキシシクロヘキシル）エチルトリエトキシシラン、β
－（３，４－エポキシシクロヘキシル）メチルトリエトキシシラン、γ－グリシドキシプ
ロピルトリメトキシシラン、γ－グリシドキシプロピルトリエトキシシラン等のエポキシ
シラン類、Ｎ－β（アミノエチル）γ－アミノプロピルトリメトキシシラン、Ｎ－β（ア
ミノエチル）γ－アミノプロピルトリエトキシシラン、Ｎ－β（アミノエチル）γ－アミ
ノプロピルメチルジエトキシシシラン、γ－アミノプロピルトリエトキシシラン、γ－ア
ミノプロピルトリメトキシシラン、Ｎ－フェニル－γ－アミノプロピルトリメトキシシラ
ン、Ｎ－フェニル－γ－アミノプロピルトリエトキシシラン等のアミノシラン類、γ－メ
ルカプトプロピルトリメトキシシラン、γ－メルカプトプロピルトリエトキシシラン等の
チオシラン類等のシランカップリング剤が挙げられる。
【０１９２】
　密着向上剤の含有量は、着色剤（Ａ）１００重量部に対し、０．０１～１０重量部、好
ましくは０．０５～５重量部の量で用いることができる。
【０１９３】
＜粗大粒子の除去＞
　本発明のカラーフィルタ用着色組成物は、遠心分離、焼結フィルタ、メンブレンフィル
タ等の手段にて、５μｍ以上の粗大粒子、好ましくは１μｍ以上の粗大粒子、さらに好ま
しくは０．５μｍ以上の粗大粒子および混入した塵の除去を行うことが好ましい。このよ
うに着色組成物は、実質的に０．５μｍ以上の粒子を含まないことが好ましい。より好ま
しくは０．３μｍ以下であることが好ましい。
【０１９４】
＜カラーフィルタ＞
　次に、本発明のカラーフィルタについて説明する。本発明のカラーフィルタは、本発明
のカラーフィルタ用着色組成物により形成されてなるフィルタセグメントを具備するもの
である。カラーフィルタとしては、赤色フィルタセグメント、緑色フィルタセグメント、
および青色フィルタセグメントを具備するもの、またはマゼンタ色フィルタセグメント、
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シアン色フィルタセグメント、およびイエロー色フィルタセグメントを具備するものが挙
げられる。
【０１９５】
　透明基板としては、ソーダ石灰ガラス、低アルカリ硼珪酸ガラス、無アルカリアルミノ
硼珪酸ガラスなどのガラス板や、ポリカーボネート、ポリメタクリル酸メチル、ポリエチ
レンテレフタレートなどの樹脂板が用いられる。また、ガラス板や樹脂板の表面には、パ
ネル化後の液晶駆動のために、酸化インジウム、酸化錫などからなる透明電極が形成され
ていてもよい。
【０１９６】
　フィルタセグメントの乾燥膜厚は、０．２～１０μｍであることが好ましく、より好ま
しくは０．２～５μｍである。塗布膜を乾燥させる際には、減圧乾燥機、コンベクション
オーブン、ＩＲオーブン、ホットプレート等を使用してもよい。
【０１９７】
＜カラーフィルタの製造方法＞
　本発明のカラーフィルタは、印刷法またはフォトリソグラフィー法により、製造するこ
とができる。
【０１９８】
　印刷法によるフィルタセグメントの形成は、印刷インキとして調製した着色組成物の印
刷と乾燥を繰り返すだけでパターン化ができるため、カラーフィルタの製造法としては、
低コストであり、かつ量産性に優れている。さらに、印刷技術の発展により高い寸法精度
および平滑度を有する微細パターンの印刷を行うことができる。印刷を行うためには、印
刷の版上にて、あるいはブランケット上にてインキが乾燥、固化しないような組成とする
ことが好ましい。また、印刷機上でのインキの流動性制御も重要であり、分散剤や体質顔
料によってインキ粘度の調整も行うことができる。
【０１９９】
　フォトリソグラフィー法によりフィルタセグメントを形成する場合は、上記溶剤現像型
あるいはアルカリ現像型着色レジスト材として調製した着色組成物を、透明基板上に、ス
プレーコートやスピンコート、スリットコート、ロールコート等の塗布方法により、乾燥
膜厚が０．２～５μｍとなるように塗布する。必要により乾燥された膜には、この膜と接
触あるいは非接触状態で設けられた所定のパターンを有するマスクを通して紫外線露光を
行う。その後、溶剤またはアルカリ現像液に浸漬するかもしくはスプレーなどにより現像
液を噴霧して未硬化部を除去して所望のパターンを形成したのち、同様の操作を他色につ
いて繰り返してカラーフィルタを製造することができる。さらに、着色レジスト材の重合
を促進するため、必要に応じて加熱を施すこともできる。フォトリソグラフィー法によれ
ば、上記印刷法より精度の高いカラーフィルタが製造できる。
【０２００】
　現像に際しては、アルカリ現像液として炭酸ナトリウム、水酸化ナトリウム等の水溶液
が使用され、ジメチルベンジルアミン、トリエタノールアミン等の有機アルカリを用いる
こともできる。また、現像液には、消泡剤や界面活性剤を添加することもできる。
なお、紫外線露光感度を上げるために、上記着色レジスト材を塗布乾燥後、水溶性あるい
はアルカリ水溶性樹脂、例えばポリビニルアルコールや水溶性アクリル樹脂等を塗布乾燥
し酸素による重合阻害を防止する膜を形成した後、紫外線露光を行うこともできる。
【０２０１】
　本発明のカラーフィルタは、上記方法の他に電着法、転写法などにより製造することが
できるが、本発明の着色組成物はいずれの方法にも用いることができる。なお、電着法は
、基板上に形成した透明導電膜を利用して、コロイド粒子の電気泳動により各色フィルタ
セグメントを透明導電膜の上に電着形成することでカラーフィルタを製造する方法である
。また、転写法は剥離性の転写ベースシートの表面に、あらかじめフィルタセグメントを
形成しておき、このフィルタセグメントを所望の基板に転写させる方法である。
【０２０２】
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　本発明の着色組成物は上記記載のいずれの方法にも用いることが出来るが、フォトリソ
グラフィー法に最も適している。
【０２０３】
　透明基板あるいは反射基板上に各色フィルタセグメントを形成する前に、あらかじめブ
ラックマトリクスを形成することができる。ブラックマトリクスとしては、クロムやクロ
ム／酸化クロムの多層膜、窒化チタニウムなどの無機膜や、遮光剤を分散した樹脂膜が用
いられるが、これらに限定されない。また、前記の透明基板あるいは反射基板上に薄膜ト
ランジスター（ＴＦＴ）をあらかじめ形成しておき、その後に各色フィルタセグメントを
形成することもできる。また本発明のカラーフィルタ上には、必要に応じてオーバーコー
ト膜や柱状スペーサー、透明導電膜、液晶配向膜等が形成される。
【０２０４】
　カラーフィルタは、シール剤を用いて対向基板と張り合わせ、シール部に設けられた注
入口から液晶を注入したのち注入口を封止し、必要に応じて偏光膜や位相差膜を基板の外
側に張り合わせることにより、液晶表示パネルが製造される。
【０２０５】
　かかる液晶表示パネルは、ツイステッド・ネマティック（ＴＮ）、スーパー・ツイステ
ッド・ネマティック（ＳＴＮ）、イン・プレーン・スイッチング（ＩＰＳ）、ヴァーティ
カリー・アライメント（ＶＡ）、オプティカリー・コンベンセンド・ベンド（ＯＣＢ）等
のカラーフィルタを使用してカラー化を行う液晶表示モードに使用することができる。
【実施例】
【０２０６】
　以下に、本発明を実施例に基づいて説明するが、本発明はこれによって限定されるもの
ではない。なお、実施例中、「部」および「％」は、「重量部」および「重量％」をそれ
ぞれ表す。
【０２０７】
　また、樹脂の重合平均分子量（Ｍｗ）、樹脂の酸価、樹脂のアンモニウム塩価、樹脂の
アミン価、顔料の比表面積、顔料の平均一次粒子径の測定方法は以下の通りである。
【０２０８】
＜樹脂の重合平均分子量（Ｍｗ）＞
　ＴＳＫｇｅｌカラム（東ソー社製）を用い、ＲＩ検出器を装備したＧＰＣ（東ソー社製
、ＨＬＣ－８１２０ＧＰＣ）で、展開溶媒にＴＨＦを用いて測定したポリスチレン換算の
重量平均分子量（Ｍｗ）である。
【０２０９】
＜樹脂の酸価＞
　ＪＩＳ　Ｋ　００７０の電位差滴定法に準拠し、測定した酸価（ｍｇＫＯＨ／ｇ）であ
る。
【０２１０】
＜樹脂のアンモニウム塩価＞
　５％クロム酸カリウム水溶液を指示薬として、０．１Ｎの硝酸銀水溶液で滴定して求め
た後、水酸化カリウムの当量に換算した値であり、固形分のアンモニウム塩価を示す。
【０２１１】
＜樹脂のアミン価＞
　０．１Ｎの塩酸水溶液を用い、電位差滴定法によって求めた後、水酸化カリウムの当量
に換算した。
【０２１２】
＜顔料の比表面積＞
　窒素吸着によるＢＥＴ法で求めた。なお、測定には自動蒸気吸着量測定装置（日本ベル
社製「ＢＥＬＳＯＲＰ１８」）を用いた。
【０２１３】
＜顔料の平均一次粒子径＞
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　電子顕微鏡写真から一次粒子の大きさを直接計測する方法で測定した。具体的には、個
々の顔料の一次粒子の短軸径と長軸径を計測し、平均をその顔料粒子の粒径とした。次に
、１００個以上の顔料粒子について、それぞれの粒子の体積（重量）を、求めた粒径の立
方体と近似して求め、体積平均粒径を平均一次粒子径とした。なお、電子顕微鏡は透過型
（ＴＥＭ）を用いた。
【０２１４】
　続いて、実施例および比較例に用いたバインダー樹脂（Ｂ）、微細化顔料、側鎖にカチ
オン性基を有する樹脂（ａ１）、造塩化合物、酸基を有する多官能性モノマー（Ｃ１）、
顔料分散体、および造塩化合物溶液の製造方法から説明する。
【０２１５】
＜バインダー樹脂（Ｂ）の製造方法＞
（アルカリ可溶性感光性樹脂（Ｂ１）の製造方法）
[バインダー樹脂溶液（Ｂ１－１）]
　セパラブル４口フラスコに温度計、冷却管、窒素ガス導入管、撹拌装置を取り付けた反
応容器にプロピレングリコールモノメチルエーテルアセテート１００部を入れ、容器に窒
素ガスを注入しながら１２０℃に加熱して、同温度で滴下管よりスチレン５．２部、グリ
シジルメタクリレート３５．５部、ジシクロペンタニルメタクリレート４１．０部、アゾ
ビスイソブチロニトリル１．０部の混合物を２．５時間かけて滴下し重合反応を行った。
　次にフラスコ内を空気置換し、アクリル酸１７．０部にトリスジメチルアミノメチルフ
ェノール０．３部、及びハイドロキノン０．３部を投入し、１２０℃で５時間反応を続け
固形分酸価＝０．８となったところで反応を終了し、重量平均分子量が約１２０００（Ｇ
ＰＣによる測定）の樹脂溶液を得た。
　さらにテトラヒドロ無水フタル酸３０．４部、トリエチルアミン０．５部を加え１２０
℃で４時間反応させ、不揮発分が４０％になるようにプロピレングリコールモノメチルエ
ーテルアセテートを添加してバインダー樹脂溶液（Ｂ１－１）を得た。
【０２１６】
[バインダー樹脂溶液（Ｂ１－２）]
　バインダー樹脂溶液（Ｂ１－１）のジシクロペンタニルメタクリレートをジシクロペン
テニルメタクリレートにした以外はバインダー樹脂溶液（Ｂ１－１）と同様の方法にて合
成反応を行い、バインダー樹脂溶液（Ｂ１－２）を得た。重量平均分子量は１２５００で
あった。
【０２１７】
[バインダー樹脂溶液（Ｂ１－３）]
　温度計、冷却管、窒素ガス導入管、滴下管及び撹拌装置を備えたセパラブル４口フラス
コにプロピレングリコールモノメチルエーテルアセテート３７０部を仕込み、８０℃に昇
温し、フラスコ内を窒素置換した後、滴下管より、パラクミルフェノールエチレンオキサ
イド変性アクリレート（東亜合成社製アロニックスＭ１１０）１８部、ベンジルメタクリ
レート１０部、グリシジルメタクリレート１８．２部、メタクリル酸メチル２５部、及び
２，２’－アゾビスイソブチロニトリル２．０部の混合物を２時間かけて滴下した。滴下
後、更に１００℃で３時間反応させた後、アゾビスイソブチロニトリル１．０部をシクロ
ヘキサノン５０部で溶解させたものを添加し、更に１００℃で１時間反応を続けた。次に
、容器内を空気置換に替え、アクリル酸９．３部（グリシジル基の当量）にトリスジメチ
ルアミノフェノール０．５部及びハイドロキノン０．１部を上記容器内に投入し、１２０
℃で６時間反応を続け固形分酸価０．５となったところで反応を終了し、アクリル樹脂の
溶液を得た。更に、引き続きテトラヒドロ無水フタル酸１９．５部（生成した水酸基の当
量）、トリエチルアミン０．５部を加え１２０℃で３．５時間反応させアクリル樹脂の溶
液を得た。
　室温まで冷却した後、樹脂溶液約２ｇをサンプリングして１８０℃、２０分加熱乾燥し
て不揮発分を測定し、先に合成した樹脂溶液に不揮発分が２０重量％になるようにプロピ
レングリコールモノメチルエーテルアセテートを添加して、バインダー樹脂溶液（Ｂ１－
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３）を得た。重量平均分子量（Ｍｗ）は１９０００であった。
【０２１８】
（アルカリ可溶性非感光性樹脂溶液の製造方法）
[バインダー樹脂溶液（Ｂ２－１）]
　温度計、冷却管、窒素ガス導入管、滴下管及び撹拌装置を備えたセパラブル４口フラス
コに、プロピレングリコールモノメチルエーテルアセテート７０．０部を仕込み、８０℃
に昇温し、反応容器内を窒素置換した後、滴下管よりｎ－ブチルメタクリレート１３．３
部、２－ヒドロキシエチルメタクリレート４．６部、メタクリル酸４．３部、パラクミル
フェノールエチレンオキサイド変性アクリレート（東亞合成株式会社社製「アロニックス
Ｍ１１０」）７．４部、２，２’－アゾビスイソブチロニトリル０．４部の混合を２時間
かけて滴下した。滴下終了後、更に３時間反応を継続し、固形分３０重量％、重量平均分
子量２６０００のアクリル樹脂の溶液を得た。
　室温まで冷却した後、樹脂溶液約２ｇをサンプリングして１８０℃、２０分加熱乾燥し
て不揮発分を測定し、先に合成した樹脂溶液に不揮発分が２０重量％になるようにプロピ
レングリコールモノメチルエーテルアセテートを添加してバインダー樹脂溶液（Ｂ２－１
）を得た。
【０２１９】
＜微細化顔料の製造方法＞
[青色微細化顔料（Ｐ－１）]
　フタロシアニン系青色顔料Ｃ．Ｉ．ピグメント　ブルー　１５：６（東洋インキ製造社
製「リオノールブルーＥＳ」）１００部、粉砕した食塩８００部、およびジエチレングリ
コール１００部をステンレス製１ガロンニーダー（井上製作所製）に仕込み、７０℃で１
２時間混練した。この混合物を温水３０００部に投入し、約７０℃に加熱しながらハイス
ピードミキサーで約１時間攪拌してスラリー状とし、濾過、水洗をくりかえして食塩およ
び溶剤を除いた後、８０℃で２４時間乾燥し、９８部の青色微細化顔料（Ｐ－１）を得た
。得られた顔料の平均一次粒子径は２８．３ｎｍであった。
【０２２０】
[紫色微細化顔料（Ｐ－２）]
　ジオキサジン系紫色顔料Ｃ．Ｉ．ピグメント　バイオレット　２３（Ｃｌａｒｉａｎｔ
社製「Ｆａｓｔ Ｖｉｏｌｅｔ ＲＬ」）１２０部、粉砕した食塩１６００部、およびジエ
チレングリコール１００部をステンレス製１ガロンニーダー（井上製作所製）に仕込み、
９０℃で１８時間混練した。この混合物を温水５０００部に投入し、約７０℃に加熱しな
がらハイスピードミキサーで約１時間攪拌してスラリー状とし、濾過、水洗をくりかえし
て食塩および溶剤を除いた後、８０℃で２４時間乾燥し、１１８部の紫色微細化顔料（Ｐ
－２）を得た。得られた顔料の平均一次粒子径は２６．４ｎｍであった。
【０２２１】
[赤色微細化顔料（Ｐ－３）]
　ジケトピロロピロール系赤色顔料Ｃ．Ｉ．ピグメント　レッド　２５４（チバ・ジャパ
ン社製「ＩＲＧＡＺＩＮ　ＲＥＤ　２０３０」）１２０部、粉砕した食塩１０００部、お
よびジエチレングリコール１２０部をステンレス製１ガロンニーダー（井上製作所製）に
仕込み、６０℃で１０時間混練した。この混合物を温水２０００部に投入し、約８０℃に
加熱しながらハイスピードミキサーで約１時間攪拌してスラリー状とし、濾過、水洗をく
りかえして食塩および溶剤を除いた後、８０℃で２４時間乾燥し、１１５部の赤色微細化
顔料（Ｐ－３）を得た。得られた顔料の平均一次粒子径は２４．８ｎｍであった。
【０２２２】
[黄色微細化顔料（Ｐ－４）]
　ニッケル錯体系黄色顔料Ｃ．Ｉ．ピグメント　イエロー　１５０（ランクセス社製「Ｅ
－４ＧＮ」）１００部、塩化ナトリウム７００部、およびジエチレングリコール１８０部
をステンレス製１ガロンニーダー（井上製作所製）に仕込み、８０℃で６時間混練した。
この混合物を温水２０００部に投入し、約８０℃に加熱しながらハイスピードミキサーで
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約１時間攪拌してスラリー状とし、濾過、水洗をくりかえして食塩および溶剤を除いた後
、８０℃で２４時間乾燥し、９５部の黄色微細化顔料（Ｐ－４）を得た。得られた顔料の
平均一次粒子径は３９．２ｎｍであった。
【０２２３】
[緑色微細化顔料（Ｐ－５）]
　フタロシアニン系緑色顔料Ｃ．Ｉ．ピグメント　グリーン　３６（東洋インキ製造株式
会社製「リオノールグリーン　６ＹＫ」）１２０部、塩化ナトリウム１６００部、および
ジエチレングリコール２７０部をステンレス製１ガロンニーダー（井上製作所製）に仕込
み、７０℃で１２時間混練した。この混合物を温水５０００部に投入し、約７０℃に加熱
しながらハイスピードミキサーで約１時間攪拌してスラリー状とし、濾過、水洗をくりか
えして食塩および溶剤を除いた後、８０℃で２４時間乾燥し、１１７部の緑色微細化顔料
（Ｐ－５）を得た。得られた顔料の平均一次粒子径は３２．６ｎｍであった。
【０２２４】
＜側鎖にカチオン性基を有する樹脂（ａ１）の製造方法＞
[側鎖にカチオン性基を有する樹脂（ａ１－１）]
　温度計、攪拌機、蒸留管、冷却器を具備した４つ口セパラブルフラスコに、メチルエチ
ルケトン６７．３ 部を仕込み窒素気流下で７５ ℃ に昇温した。別途、メチルメタクリ
レート３４．０部、ｎ－ブチルメタクリレート２８．０部、２－エチルヘキシルメタクリ
レート２８．０部、ジメチルアミノエチルメタクリレート１０．０部、２，２’－アゾビ
ス（２，４－ジメチルバレロニトリル）を６．５部、およびメチルエチルケトン２５．１
部を均一にした後、滴下ロートに仕込み、４つ口セパラブルフラスコに取り付け、２時間
かけて滴下した。滴下終了２時間後、固形分から重合収率が９８％以上であり、重量平均
分子量（Ｍｗ）が、６８３０である事を確認し、５０℃へ冷却した。ここへ、塩化メチル
３．２部、エタノール２２．０ 部を追加し、５０℃で２時間反応させた後、１時間かけ
て８０℃まで加温し、更に、２時間反応させた。このようにして樹脂成分が４７重量％の
側鎖にカチオン性基を有する樹脂（ａ１－１）を得た。得られた樹脂のアンモニウム塩価
は３４ｍｇＫＯＨ／ｇであった。
【０２２５】
[側鎖にカチオン性基を有する樹脂（ａ１－２）]
　温度計、攪拌機、蒸留管、冷却器を具備した４つ口セパラブルフラスコに、イソプロピ
ルアルコール６２．４ 部を仕込み、窒素気流下で７５ ℃ に昇温した。別途、エチルメ
タクリレート３２．１部、ｎ－プロピルメタクリレート２５．１部、ラウリルメタクリレ
ート２５．１部、メタクリロイルアミノプロピルトリメチルアンモニウムクロライド１７
．７部、２，２’－アゾビス（２，４－ジメチルバレロニトリル）を５．７部、およびメ
チルエチルケトン１５．６部を均一にした後、滴下ロートに仕込み、４つ口セパラブルフ
ラスコに取り付け、２時間かけて滴下した。滴下終了２時間後、固形分から重合収率が９
８％以上であり、重量平均分子量（Ｍｗ）が、７４２０である事を確認し、５０℃へ冷却
した。その後、イソプロピルアルコールを７２部加え、樹脂成分が４０重量％の側鎖にカ
チオン性基を有する樹脂（ａ１－２）を得た。得られた樹脂のアンモニウム塩価は４５ｍ
ｇＫＯＨ／ｇであった。
【０２２６】
[側鎖にカチオン性基を有する樹脂（ａ１－３）]
　温度計、攪拌機、蒸留管、冷却器を具備した４つ口セパラブルフラスコに、メチルエチ
ルケトン６７．３ 部を仕込み窒素気流下で７５ ℃ に昇温した。別途、イソプロピルメ
タクリレート２７．５部、ベンジルメタクリレート２５．０部、２－エチルヘキシルメタ
クリレート２７．５部、Ｎ，Ｎ－ジメチルアミノメチルスチレン２０．０部、２，２’－
アゾビス（２，４－ジメチルバレロニトリル）を６．７部、およびメチルエチルケトン２
５．１部を均一にした後、滴下ロートに仕込み、４つ口セパラブルフラスコに取り付け、
２時間かけて滴下した。滴下終了２時間後、固形分から重合収率が９８％以上であり、重
量平均分子量（Ｍｗ）が、６７７０である事を確認し、５０℃へ冷却した。ここへ、塩化
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ベンジル１５．７部、エタノール２２．０ 部を追加し、５０℃で２時間反応させた後、
１時間かけて８０℃まで加温し、更に、２時間反応させた。このようにして樹脂成分が５
０重量％の側鎖にカチオン性基を有する樹脂（ａ１－３）を得た。得られた樹脂のアンモ
ニウム塩価は６０ｍｇＫＯＨ／ｇであった。
【０２２７】
[側鎖にカチオン性基を有する樹脂（ａ１－４）]
　温度計、攪拌機、蒸留管、冷却器を具備した４つ口セパラブルフラスコに、イソプロピ
ルアルコール６２．４ 部を仕込み窒素気流下で７５ ℃ に昇温した。別途、メチルメタ
クリレート２５．０部、ステアリルメタクリレート２５．０部、シクロヘキシルメタクリ
レート２０．０部、ブレンマーＰＥ９０（日油社製、ジエチレングリコールモノメタクリ
レート）を１５．０部、Ｎービニルピロリドン２０．０部、２，２’－アゾビス（２，４
－ジメチルバレロニトリル）を４．７部、およびイソプロピルアルコール１５．６部を均
一にした後、滴下ロートに仕込み、４つ口セパラブルフラスコに取り付け、２時間かけて
滴下した。滴下終了２時間後、固形分から重合収率が９８％以上であり、重量平均分子量
（Ｍｗ）が、７５５０である事を確認し、５０℃へ冷却した。ここへ、塩化メチル９．０
部、イソプロピルアルコール２２．０ 部を追加し、５０℃で２時間反応させた後、１時
間かけて８０℃まで加温し、更に、２時間反応させた。その後、イソプロピルアルコール
を５０部加え、樹脂成分が４４重量％の側鎖にカチオン性基を有する樹脂（ａ１－４）を
得た。得られた樹脂のアンモニウム塩価は９２ｍｇＫＯＨ／ｇであった。
【０２２８】
[側鎖にカチオン性基を有する樹脂（ａ１－５）]
　温度計、攪拌機、蒸留管、冷却器を具備した４つ口セパラブルフラスコに、メチルエチ
ルケトン８２．０ 部を仕込み窒素気流下で７５ ℃ に昇温した。別途、エチルメタクリ
レート２３．５部、ｔ－ブチルメタクリレート２６．０部、ラウリルメタクリレート２５
．０部、カヤマーＰＭ－２１（日本化薬社製、ε－カプロラクロン１ｍｏｌ付加２－ヒド
ロキシエチルメタクリレートのリン酸エステル）を１０．０部、ジエチルアミノプロピル
メタクリレート１７．５部、２，２’－アゾビス（２，４－ジメチルバレロニトリル）を
６．０部、およびメチルエチルケトン２５．６部を均一にした後、滴下ロートに仕込み、
４つ口セパラブルフラスコに取り付け、２時間かけて滴下した。滴下終了２時間後、固形
分から重合収率が９８％以上であり、重量平均分子量（Ｍｗ）が、７０１０である事を確
認し、５０℃へ冷却した。このようにして樹脂成分が４８重量％の側鎖にカチオン性基を
有する樹脂（ａ１－５）を得た。得られた樹脂のアミン塩価は４９ｍｇＫＯＨ／ｇであっ
た。
【０２２９】
＜造塩化合物の製造方法＞
[造塩化合物（Ａ１－１）]
　下記の手順でＣ．Ｉ．アシッド　レッド２８９と側鎖にカチオン性基を有する樹脂（ａ
１－１）とからなる造塩化合物（Ａ１－１）を作製した。
　水２０００部に５１部の側鎖にカチオン性基を有する樹脂（ａ１－１）を添加し、十分
に攪拌混合を行った後、６０℃に加熱する。一方、９０部の水に１０部のＣ．Ｉ．アシッ
ド　レッド２８９を溶解させた水溶液を調製し、先ほどの樹脂溶液に少しずつ滴下してい
く。滴下後、６０℃で１２０分攪拌し、十分に反応を行う。反応の終点確認としては濾紙
に反応液を滴下して、にじみがなくなったところを終点として、造塩化合物が得られたも
のと判断した。攪拌しながら室温まで放冷した後、吸引濾過を行い、水洗後、濾紙上に残
った造塩化合物を乾燥機にて水分を除去して乾燥し、３２部のＣ．Ｉ．アシッド　レッド
２８９と側鎖にカチオン性基を有する樹脂（ａ１－１）との造塩化合物（Ａ１－１）を得
た。このとき造塩化合物（Ａ１－１）中のＣ．Ｉ．アシッド　レッド２８９に由来する有
効色素成分の含有量は２９重量％であった。
【０２３０】
[造塩化合物（Ａ１－２）]
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　下記の手順でＣ．Ｉ．アシッド　レッド２８９と側鎖にカチオン性基を有する樹脂（ａ
１－２）とからなる造塩化合物（Ａ１－２）を作製した。
　１０％のメタノール水溶液２０００部に８８部のカチオン性基を有する樹脂（ａ１－２
）を添加し、十分に攪拌混合を行った後、６０℃に加熱する。一方、９０部の水に１０部
のＣ．Ｉ．アシッド　レッド ２８９を溶解させた水溶液を調製し、先ほどの樹脂溶液に
少しずつ滴下していく。滴下後、６０℃で１２０分攪拌し、十分に反応を行う。反応の終
点確認としては濾紙に反応液を滴下して、にじみがなくなったところを終点として、造塩
化合物が得られたものと判断した。攪拌しながら室温まで放冷した後、吸引濾過を行い、
水洗後、濾紙上に残った造塩化合物を乾燥機にて水分を除去して乾燥して、４３部のＣ．
Ｉ．アシッド　レッド ２８９とカチオン性基を有する樹脂（ａ１－２）との造塩化合物
（Ａ１－２）を得た。このとき造塩化合物（Ａ１－２）中のＣ．Ｉ．アシッド　レッド２
８９に由来する有効色素成分の含有量は２２重量％であった。
【０２３１】
[造塩化合物（Ａ１－３）]
　下記の手順でＣ．Ｉ．アシッド　レッド２８９と側鎖にカチオン性基を有する樹脂（ａ
１－３）とからなる造塩化合物（Ａ１－３）を作製した。
　１０％のＮ，Ｎ－ジメチルホルムアミド水溶液２０００部に４６．７部の側鎖にカチオ
ン性基を有する樹脂（ａ１－３）を添加し、十分に攪拌混合を行った後、７０℃に加熱す
る。一方、９０部の水に１０部のＣ．Ｉ．アシッド　レッド ２８９を溶解させた水溶液
を調製し、先ほどの側鎖にカチオン性基を有する樹脂（ａ１－３）溶液に少しずつ滴下し
ていく。滴下後、７０℃で１２０分攪拌し、十分に反応を行う。反応の終点確認としては
濾紙に反応液を滴下して、にじみがなくなったところを終点として、造塩化合物が得られ
たものと判断した。攪拌しながら室温まで放冷した後、吸引濾過を行い、水洗後、濾紙上
に残った造塩化合物を乾燥機にて水分を除去して乾燥して、２９部のＣ．Ｉ．アシッド　
レッド２８９と側鎖にカチオン性基を有する樹脂（ａ１－３）との造塩化合物（Ａ１－３
）を得た。このとき造塩化合物（Ａ１－３）中のＣ．Ｉ．アシッド　レッド２８９に由来
する有効色素成分の含有量は３０重量％であった。
【０２３２】
[造塩化合物（Ａ１－４）]
　下記の手順でＣ．Ｉ．アシッド　レッド２８９と側鎖にカチオン性基を有する樹脂（ａ
１－４）とからなる造塩化合物（Ａ１－４）を作製した。
　１０００部の水に２０．０部のカチオン性基を有する樹脂（ａ１－４）を溶解させた溶
液を調製し、十分に攪拌混合を行った後、７０℃に加熱する。一方、９０部の水に１０部
のＣ．Ｉ．アシッド　レッド２８９を溶解させた水溶液を調製し、先ほどの樹脂溶液に少
しずつ滴下していく。滴下後、６０℃で１２０分攪拌し、十分に反応を行う。反応の終点
確認としては濾紙に反応液を滴下して、にじみがなくなったところを終点として、造塩化
合物が得られたものと判断した。攪拌しながら室温まで放冷した後、吸引濾過を行い、水
洗後、濾紙上に残った造塩化合物を乾燥機にて水分を除去して乾燥して、１９部のＣ．Ｉ
．アシッド　レッド２８９とカチオン性基を有する樹脂（ａ１－４）との造塩化合物（Ａ
１－４）を得た。このとき造塩化合物（Ａ１－４）中のＣ．Ｉ．アシッド　レッド２８９
に由来する有効色素成分の含有量は５３重量％であった。
【０２３３】
[造塩化合物（Ａ１－５）]
　下記の手順でＣ．Ｉ．アシッド　レッド２８９と側鎖にカチオン性基を有する樹脂（ａ
１－５）とからなる造塩化合物（Ａ１－５）を作製した。
　２０％酢酸２０００部に６３．２部の側鎖に側鎖にカチオン性基を有する樹脂（ａ１―
５）を添加し、十分に攪拌混合を行った後、６０℃に加熱し、側鎖の３級アミノ基のアン
モニウム塩化を行う。一方、９０部の水に１０部のＣ．Ｉ．アシッド　レッド２８９を溶
解させた水溶液を調製し、先ほどのアンモニウム塩化された樹脂溶液に少しずつ滴下して
いく。滴下後、６０℃で１２０分攪拌し、十分に反応を行う。反応の終点確認としては濾
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紙に反応液を滴下して、にじみがなくなったところを終点として、造塩化合物が得られた
ものと判断した。攪拌しながら室温まで放冷した後、吸引濾過を行い、水洗後、濾紙上に
残った造塩化合物を乾燥機にて水分を除去して乾燥して、３８部のＣ．Ｉ．アシッド　レ
ッド２８９と側鎖にカチオン性基を有する樹脂（ａ１－５）との造塩化合物（Ａ１－５）
を得た。このとき造塩化合物（Ａ１－５）中のＣ．Ｉ．アシッド　レッド２８９に由来す
る有効色素成分の含有量は２３重量％であった。
【０２３４】
[造塩化合物（Ａ１－６）]
　下記の手順でＣ．I．アシッド　ブルー１１２と側鎖にカチオン性基を有する樹脂（ａ
１－１）とからなる造塩化合物（Ａ１－６）を製造した。
　１０％のメタノール水溶液２０００部に８８部の側鎖にカチオン性基を有する樹脂（ａ
１―１）を添加し、十分に攪拌混合を行った後、６０℃に加熱する。一方、９０部の水に
１０部のＣ．I．アシッド　ブルー１１２を溶解させた水溶液を調製し、先ほどの樹脂溶
液に少しずつ滴下していく。滴下後、６０℃で１２０分攪拌し、十分に反応を行う。反応
の終点確認としては濾紙に反応液を滴下して、にじみがなくなったところを終点として、
造塩化合物が得られたものと判断した。攪拌しながら室温まで放冷した後、吸引濾過を行
い、水洗後、濾紙上に残った造塩化合物を乾燥機にて水分を除去して乾燥して、４３部の
Ｃ．I．アシッド　ブルー １１２と側鎖にカチオン性基を有する樹脂（ａ１－１）との
造塩化合物（Ａ１－６）を得た。このとき造塩化合物（Ａ１－６）中のＣ．I．アシッド
　ブルー１１２に由来する有効色素成分の含有量は２２重量％であった。
【０２３５】
[造塩化合物（Ａ１－７）]
　下記の手順でＣ．I．アシッド　ブルー９３と側鎖にカチオン性基を有する樹脂（ａ１
－１）とからなる造塩化合物（Ａ１－７）を製造した。
　１０％のＮ，Ｎ－ジメチルホルムアミド水溶液２０００部に４６．７部の側鎖にカチオ
ン性基を有する樹脂（ａ１―１）を添加し、十分に攪拌混合を行った後、７０℃に加熱す
る。一方、９０部の水に１０部のＣ．I．アシッド　ブルー ９３を溶解させた水溶液を調
製し、先ほどの樹脂溶液に少しずつ滴下していく。滴下後、７０℃で１２０分攪拌し、十
分に反応を行う。反応の終点確認としては濾紙に反応液を滴下して、にじみがなくなった
ところを終点として、造塩化合物が得られたものと判断した。攪拌しながら室温まで放冷
した後、吸引濾過を行い、水洗後、濾紙上に残った造塩化合物を乾燥機にて水分を除去し
て乾燥して、２９部のＣ．I．アシッド　レッド ９３と側鎖にカチオン性基を有する
樹脂（ａ１－１）との造塩化合物（Ａ１－７）を得た。このとき造塩化合物（Ａ－３）中
のＣ．Ｉ．アシッド　ブルー９３に由来する有効色素成分の含有量は３０重量％であった
。
【０２３６】
[造塩化合物（Ａ１－８）]
　下記の手順でＣ．I．アシッド　レッド２４９と側鎖にカチオン性基を有する樹脂（ａ
１－１）とからなる造塩化合物（Ａ１－８）を製造した。
　２０％酢酸２０００部に６３．２部の側鎖にカチオン性基を有する樹脂（ａ１―１）を
添加し、十分に攪拌混合を行った後、６０℃に加熱し、側鎖の３級アミノ基のアンモニウ
ム塩化を行う。一方、９０部の水に１０部のＣ．I．アシッド　レッド２４９を溶解させ
た水溶液を調製し、先ほどのアンモニウム塩化された樹脂溶液に少しずつ滴下していく。
滴下後、６０℃で１２０分攪拌し、十分に反応を行う。反応の終点確認としては濾紙に反
応液を滴下して、にじみがなくなったところを終点として、造塩化合物が得られたものと
判断した。攪拌しながら室温まで放冷した後、吸引濾過を行い、水洗後、濾紙上に残った
造塩化合物を乾燥機にて水分を除去して乾燥して、３８部のＣ．I．アシッド　レッド２
４９とカチオン性基を有する樹脂（ａ１－１）との造塩化合物（Ａ１－８）を得た。この
とき造塩化合物（Ａ１－８）中のＣ．Ｉ．アシッド　レッド２４９に由来する有効色素成
分の含有量は２３重量％であった。
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【０２３７】
[造塩化合物（Ａ１－９）]
　下記の手順でＣ．Ｉ.アシッド　イエロー５と側鎖にカチオン性基を有する樹脂（ａ１
－１）とからなる造塩化合物（Ａ１－９）を作製した。
　水２０００部に５１部の側鎖にカチオン性基を有する樹脂（ａ１－１）を添加し、十分
に攪拌混合を行った後、６０℃に加熱する。一方、９０部の水に１０部のアシッド　イエ
ロー５を溶解させた水溶液を調製し、先ほどの樹脂溶液に少しずつ滴下していく。滴下後
、６０℃で１２０分攪拌し、十分に反応を行う。反応の終点確認としては濾紙に反応液を
滴下して、にじみがなくなったところを終点として、造塩化合物が得られたものと判断し
た。攪拌しながら室温まで放冷した後、吸引濾過を行い、水洗後、濾紙上に残った造塩化
合物を乾燥機にて水分を除去して乾燥し、３２部のアシッド　イエロー５と側鎖にカチオ
ン性基を有する樹脂（ａ１－１）との造塩化合物（Ａ１－９）を得た。このとき造塩化合
物（Ａ１－９）中のＣ．Ｉ.アシッド　イエロー５に由来する有効色素成分の含有量は３
３重量％であった。
【０２３８】
[造塩化合物（Ａ１－１０）]
　下記の手順でＣ．I．ダイレクト　ブルー８６とＤｉｓｐｅｒｂｙｋ－２０００（ビッ
ク・ケミージャパン社製、変性アクリル系ブロック共重合物、アンモニウム塩価６１ｍｇ
ＫＯＨ／ｇ）とからなる造塩化合物（Ａ１－１０）を製造した。
　水２０００部に５０．９部のＤｉｓｐｅｒｂｙｋ－２０００を添加し、十分に攪拌混合
を行った後、６０℃に加熱する。一方、９０部の水に１０部のＣ．I．ダイレクト　ブル
ー８６を溶解させた水溶液を調製し、先ほどの樹脂溶液に少しずつ滴下していく。滴下後
、６０℃で１２０分攪拌し、十分に反応を行う。反応の終点確認としては濾紙に反応液を
滴下して、にじみがなくなったところを終点として、造塩化合物が得られたものと判断し
た。攪拌しながら室温まで放冷した後、吸引濾過を行い、水洗後、濾紙上に残った造塩化
合物を乾燥機にて水分を除去して乾燥して、３１部のＣ．I．ダイレクト　ブルー８６と
Ｄｉｓｐｅｒｂｙｋ－２０００との造塩化合物（Ａ１－１０）を得た。このとき造塩化合
物（Ａ１－１０）中のＣ．Ｉ．ダイレクト　ブルー８６に由来する有効色素成分の含有量
は３３重量％であった。
【０２３９】
[造塩化合物（ＡＣ－１）]
　下記の手順でＣ．I．アシッド　レッド ２８９とジステアリルジメチルアンモニウムク
ロリド（コータミンＤ８６Ｐ）とからなる造塩化合物（ＡＣ－１）を作製した。
　１０％の水酸化ナトリウム水溶液２０００部に１１．５部のコータミンＤ８６Ｐを添加
し、十分に攪拌混合を行った後、６０℃に加熱する。一方、９０部の水に１０部のＣ．I
．アシッド　レッド ２８９を溶解させた水溶液を調製し、先ほどの溶液に少しずつ滴下
していく。滴下後、６０℃で１２０分攪拌し、十分に反応を行う。反応の終点確認として
は濾紙に反応液を滴下して、にじみがなくなったところを終点として、造塩化合物が得ら
れたものと判断した。攪拌しながら室温まで放冷した後、吸引濾過を行い、水洗後、濾紙
上に残った造塩化合物を乾燥機にて水分を除去して乾燥して、１７部のＣ．I．アシッド
　レッド ２８９とコータミンＤ８６Ｐとの造塩化合物（ＡＣ－１）を得た。このとき造
塩化合物（ＡＣ－１）中のＣ．I．アシッド　レッド２８９に由来する有効色素成分の含
有量は４２重量％であった。
【０２４０】
＜酸基を有する多官能性モノマー（Ｃ１）の製造方法＞
［酸基を有する多官能性モノマー（Ｃ１－１）］
　１Ｌ容の四つ口フラスコ内に、ジペンタエリスリトールヘキサアクリレート５７８ｇ、
メルカプト酢酸２０ｇ、Ｎ，Ｎ－ジメチルベンジルアミン０．５ｇ、及び４－メトキシフ
ェノール０．６ｇを仕込み、５０～６０℃の温度で６時間反応を行い、酸基を有する多官
能性モノマーを得た。この酸価は２０であり、ゲルパーミュエーションクロマトグラフィ
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ーにより、酸基を有する多官能性モノマーの含有量は、面積換算で２５％であった。また
、多官能性モノマー（Ｃ１－１）の酸価は２０ＫＯＨ－ｍｇ／ｇであった。
【０２４１】
［酸基を有する多官能性モノマー（Ｃ１－２）］
　１Ｌ容の四つ口フラスコ内に、ジペンタエリスリトールヘキサアクリレート５１５ｇ、
テトラヒドロ無水フタル酸５０ｇ、Ｎ，Ｎ－ジメチルベンジルアミン０．５ｇを仕込み、
８０～１００℃の温度で１０時間反応を行い、酸基を有する多官能性単量体を含む多官能
性単量体Ｃを得た。その酸価は３８であり、ゲルパーミュエーションクロマトグラフィー
により、酸基を有する多官能性モノマー多官能性単量体の含有量は、面積換算で４０％で
あった。また、多官能性モノマー（Ｃ１－２）の酸価は３８ＫＯＨ－ｍｇ／ｇであった。
                                                                                
【０２４２】
＜顔料分散体の製造方法＞
［青色顔料分散体（Ｑ－Ｂ）］
　下記に示した組成の混合物を均一に撹拌混合した後、直径１ｍｍのジルコニアビーズを
用いて、アイガーミル（アイガージャパン社製「ミニモデルＭ－２５０ ＭＫII」）で５
時間分散した後、５μｍのフィルタで濾過し青色顔料分散体（Ｑ－Ｂ）を得た。

青色微細化顔料（Ｐ－１）                                       ：１８．０部
銅フタロシアニン誘導体                                         ：　２．０部
【化６】

樹脂型顔料分散剤                                               ：　８．０部
（ビックケミー・ジャパン社製　ＢＹＫ－１１１）
バインダー樹脂溶液（Ｂ１－１）                                 ：６０．０部
シクロヘキサノン                                               ：１２．０部
【０２４３】
［紫色顔料分散体（Ｑ－Ｖ）］
　下記の組成の混合物を使用し、青色顔料分散体（Ｑ－Ｂ）と同様にして紫色顔料分散体
（Ｑ－Ｖ）を得た。

紫色微細化顔料（Ｐ－２）                                       ：２０．０部
樹脂型顔料分散剤                                               ：　８．０部
（ビックケミー・ジャパン社製　ＢＹＫ－１１１）
バインダー樹脂溶液（Ｂ１－１）                                 ：６０．０部
シクロヘキサノン                                               ：１２．０部
【０２４４】
［赤色顔料分散体（Ｑ－Ｒ）］
　下記の組成の混合物を使用し、青色顔料分散体（Ｑ－Ｂ）と同様にして赤色顔料分散体
（Ｑ－Ｒ）を得た。

赤色微細化顔料（Ｐ－３）                                       ：１０．０部
アントラキノン系顔料(Ｃ.Ｉ. Ｐｉｇｍｅｎｔ Ｒｅｄ １７７)      ：　２．０部
（チバ・ジャパン社製「クロモフタールレッドＡ２Ｂ」）
黄色微細化顔料（Ｐ－４）                                       ：　４．０部



(44) JP 5659918 B2 2015.1.28

10

20

30

40

ジケトピロロピロール系顔料誘導体                               ：　４．０部
【化７】

 樹脂型顔料分散剤    　　　                                    ：　８．０部
（日本ルーブリゾール社製「ソルスパース ２００００」）
バインダー樹脂溶液（Ｂ１－１）                                 ：６０．０部
シクロヘキサノン                                               ：１２．０部
【０２４５】
［緑色顔料分散体（Ｑ－Ｇ）］
 下記の組成の混合物を使用し、青色顔料分散体（Ｑ－Ｂ）と同様にして緑色顔料分散体
（Ｑ－Ｇ）を得た。

緑色微細化顔料（Ｐ－５）                                       ：１３．５部
黄色微細化顔料（Ｐ－４）                                       ：　６．５部
樹脂型顔料分散剤                                               ：　８．０部
　（チバ・ジャパン社製「ＥＦＫＡ４３００」）
バインダー樹脂溶液（Ｂ１－１）                                 ：６０．０部
シクロヘキサノン                                               ：１２．０部
【０２４６】
＜造塩化合物溶液の製造方法＞
［造塩化合物溶液（Ｚ－１）］
下記の混合物を均一になるようにディスパーにて攪拌混合した後、５．０μｍのフィルタ
で濾過し造塩化合物溶液（Ｚ－１）を得た。

造塩化合物（Ａ１－１）                                         ：１０．０部
プロピレングリコールモノメチルエーテルアセテート（ＰＧＭＥＡ） ：９０．０部
【０２４７】
［造塩化合物溶液（Ｚ－２～１１）］
　以下、表１に示す造塩化合物に変更した以外は、造塩化合物溶液（Ｚ－１）と同様にし
て、造塩化合物溶液（Ｚ－２～１１）を作製した。
　このときの色素成分の含有量も表２に示す。
　ここで色素含有量Ａは、造塩化合物（Ａ１）中の有効色素成分含有量(重量％)をあらわ
し、また色素含有量Ｂは、造塩化合物溶液中の有効色素成分含有量(重量％)をあらわす。
【０２４８】
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【０２４９】
[実施例１]
（感光性着色組成物（レジスト材Ｒ－１））
　下記の混合物を均一になるように攪拌混合した後、５．０μｍのフィルタで濾過、混合
し感光性着色組成物（レジスト材Ｒ－１）を得た。

造塩化合物溶液（Ｚ－１）                                       ：３０．０部
バインダー樹脂溶液（Ｂ１－１）                                 ：２２．８部
バインダー樹脂溶液（Ｂ２－１）                                 ：　５．７部
モノマー（Ｃ１－１）                                           ：　４．５部
光重合開始剤（Ｇ－１）                                         ：　１．６部
増感剤（Ｈ－１）                                               ：　０．２部
プロピレングリコールモノメチルエーテルアセテート（ＰＧＭＥＡ） ：３５．２部
レベリング剤（Ｍ－１）                                         ：０．００５部
【０２５０】
[実施例２～３４、比較例１～４]
（感光性着色組成物（レジスト材Ｒ－２～３４、３６～３９））
　表２～４に示す造塩化合物溶液、顔料分散体、バインダー樹脂溶液、モノマー（Ｃ）、
光重合開始剤、増感剤、多官能チオール、貯蔵安定剤、紫外線吸収剤、重合禁止剤、レベ
リング剤の種類、および配合量に変えた以外は、感光性着色組成物（レジスト材Ｒ－１）
と同様にして感光性着色組成物（レジスト材Ｒ－２～３４、３６～３９）を得た。
【０２５１】
[実施例３５]
（感光性着色組成物（レジスト材Ｒ－３５））
　添加する溶剤のプロピレングリコールモノメチルエーテルアセテート（ＰＧＭＥＡ）３
５．２部を全てシクロヘキサノンに変え、合計５３．２部とした以外は感光性着色組成物
（レジスト材Ｒ－６）と同様にして感光性着色組成物（レジスト材Ｒ－３５）を得た。
【０２５２】
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【表２】

【０２５３】
【表３】
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【０２５４】
【表４】

【０２５５】
表２～４の略語を下記に示す。
＜酸基を有する多官能性モノマー（Ｃ１）＞
・酸基を有する多官能性モノマー（Ｃ１－３）：ジペンタエリスリトールヘキサアクリレ
ートとジペンタエリスリトールペンタアクリレートの混合物とジペンタエリスリトールペ
ンタアクリレートのコハク酸誘導体の混合物　ＴＯ－１３８２（東亞合成（株）製、酸価
：２９）
・酸基を有する多官能性モノマー（Ｃ１－４）：ジペンタエリスリトールヘキサアクリレ
ートとジペンタエリスリトールペンタアクリレートの混合物とジペンタエリスリトールペ
ンタアクリレートのコハク酸誘導体の混合物　ＴＯ－２３４９（東亞合成（株）製、酸価
：６８）
＜酸基を有さない多官能性モノマー＞
・酸基を有さない多官能モノマー（Ｃ２－１）：ジペンタエリスリトールヘキサアクリレ
ート
（東亞合成社製「アロニックス　Ｍ－４０２」）
・酸基を有さない多官能モノマー（Ｃ２－２）：トリメチロールプロパントリアクリレー
ト
（新中村化学社製「ＮＫエステルＡＴＭＰＴ」）
【０２５６】
＜光重合開始剤（Ｇ）＞
・光重合開始剤（Ｇ－１）：２－（ジメチルアミノ）－２－[（４－メチルフェニル）メ
チル]－１－［４－（４－モルホリニル）フェニル］－１－ブタノン
（チバ・ジャパン社製「イルガキュア３７９」）
・光重合開始剤（Ｇ－２）：２－メチル－１－[４－（メチルチオ）フェニル]－２－モル
フォリノプロパン－１－オン
（チバ・ジャパン社製「イルガキュア９０７」）
・光重合開始剤（Ｇ－３）：エタン－１－オン，１－[９－エチル－６－（２－メチルベ
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ンゾイル）－９Ｈ－カルバゾール－３－イル]，１－(Ｏ－アセチルオキシム)
（チバ・ジャパン社製「イルガキュアＯＸＥ０２」）
＜増感剤（Ｈ）＞
・増感剤（Ｈ－１）：２，４－ジエチルチオキサントン
（日本化薬社製「カヤキュアＤＥＴＸ－Ｓ」）
・増感剤（Ｈ－２）: ４，４’－ビス（ジエチルアミノ）ベンゾフェノン
（保土谷化学工業社製「ＥＡＢ－Ｆ」）
【０２５７】
＜多官能チオール＞
・多官能チオール（Ｉ－１）：トリメチロールエタントリス（３－メルカプトブチレート
）　
（昭和電工社製「ＴＥＭＢ」）
・多官能チオール（Ｉ－２）：トリメチロールプロパントリ（３－メルカプトブチレート
）　
（昭和電工社製「ＴＰＭＢ」）
＜貯蔵安定剤＞
・貯蔵安定剤（Ｊ－１）：２，６－ビス（１，１－ジメチルエチル）－４－メチルフェノ
ール
（本州化学工業社製「ＢＨＴ」）
・貯蔵安定剤（Ｊ－２）：トリフェニルホスフィン
（北興化学工業社製「ＴＰＰ」）
＜紫外線吸収剤＞
・紫外線吸収剤（Ｋ－１）：２－［４－［（２－ヒドロキシ－３－（ドデシル及びトリデ
シル）オキシプロピル）オキシ］－２－ヒドロキシフェニル］－４，６－ビス（２，４－
ジメチルフェニル）－１，３，５－トリアジン
（チバ・ジャパン社製「ＴＩＮＵＶＩＮ４００」）
・紫外線吸収剤（Ｋ－２）：２－（２Ｈ－ベンゾトリアゾール－２－イル）－４，６－ビ
ス（１－メチル－１－フェニルエチル）フェノール
（チバ・ジャパン社製「ＴＩＮＵＶＩＮ９００」）
【０２５８】
＜重合禁止剤＞
・重合禁止剤（Ｌ－１）：Ｎ－ニトロソフェニルヒドロキシルアミン　アルミニウム塩
（和光純薬工業社製「Ｑ－１３０１」）
・重合禁止剤（Ｌ－２）：メチルハイドロキノン
（精工化学社製「ＭＨ」）
＜レベリング剤＞
・レベリング剤（Ｍ－１）：ジメチルシロキサン
（ビックケミー社製「ＢＹＫ－３３３」）
・レベリング剤（Ｍ－２）：ジメチルシロキサン
（東レ・ダウコーニング社製「ＦＺ－２」）
【０２５９】
＜着色組成物の評価＞
　得られた感光性着色組成物（レジスト材Ｒ－１～３９）について、保存安定性および塗
膜異物に関する試験を下記の方法で行った。試験の結果を表５に示す。それぞれの評価結
果においての判定は、◎は非常に良好なレベル、○は良好レベル、△は使用には差し支え
ないレベル、×は使用には好ましくないレベルとした。
【０２６０】
（保存安定性試験方法）
　作製した着色組成物の２５℃における粘度を、Ｅ型粘度計（東機産業社製ＴＵＥ－２０
Ｌ型）を用い回転数２０ｒｐｍで測定した。着色組成物の作製当日の初期粘度と、４０℃
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の基準にて評価した。
（経時粘度変化率）＝｜［（初期粘度）－（経時粘度）］／（初期粘度）｜×100（％）
　◎：１０％未満
　○：１０％以上、２０％未満
　△：２０％以上、５０％未満
　×：５０％以上
【０２６１】
（塗膜異物試験方法）
　調製直後の着色組成物にて試験基板を作製し、粒子の数をカウントすることで評価した
。先ず、１００ｍｍ×１００ｍｍ、１．１ｍｍ厚の透明ガラス基板上に乾燥後の膜厚が約
２．０μmとなるようにレジスト材をスピンコーターで塗布し，７０℃で２０分乾燥後、
幅１００μｍのストライプ状の開口部を有するフォトマスクを介して超高圧水銀ランプを
用いて積算光量１５０ｍＪ／ｃｍ2で紫外線露光を行い、界面活性剤入りの０．０５％水
酸化カリウム水溶液で未露光部を洗い流して現像を行い、２３０℃で２０分間熱風オーブ
ンに投入し、基板上に幅１００μｍのストライプ状のパターンを形成して試験基板を得た
。その後、オリンパスシステム社製の金属顕微鏡「ＢＸ６０」を用いて表面観察を行い（
倍率は５００倍）、透過により任意の５視野にて観測可能な粒子の数をカウントし、下記
の基準にて評価した。評価結果において、◎と○は異物数が少なく良好であり、△は異物
数が多いものの使用上問題ないレベル、×は異物による塗工ムラ（斑）が発生するため使
用することはできない状態に相当する。
　◎：～５個未満
　○：５個以上、２０個未満
　△：２０個以上、１００個未満
　×：１００個以上
【０２６２】
（ガラス密着性試験方法）
　ガラスへの密着性に関する試験としては、上記の塗膜異物試験と同じ手順で塗膜を形成
し、得られた塗膜の耐薬品性を確認することで評価した。試験方法としては、５％水酸化
ナトリウム水溶液に２５℃で３０分浸漬し、浸漬前後でのガラスへの密着性を目視観察に
より３段階で評価した。
　〇：全く剥離が認められない
　△：わずかに剥離が認められる
　×：剥離が認められる
【０２６３】
（現像残渣試験方法）
　得られた感光性着色組成物を、１００ｍｍ×１００ｍｍ、１．１ｍｍ厚のガラス基板上
に乾燥後の膜厚が２．０μmとなる回転数にてスピンコートし、７０℃で２０分乾燥後、
幅１００μｍのストライプ状の開口部を有するフォトマスクを介して超高圧水銀ランプを
用いて積算光量１５０ｍＪ／ｃｍ2で紫外線露光を行い、５％の炭酸ナトリウム水溶液で
未露光部を洗い流した後、現像されたガラス表面を顕微分光光度計（オリンパス光学社製
「ＯＳＰ－ＳＰ２００」）を用いて測定し、残渣の有無を判定した。
　○：残渣無し
　×：残渣有り
【０２６４】
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【表５】

【０２６５】
　着色剤（Ａ）が、側鎖にカチオン性基を有する樹脂（ａ１）とアニオン性染料（ａ２）
とを反応させて得られた造塩化合物（Ａ１）を含有し、モノマー（Ｃ）が、酸基を有する
多官能モノマー（Ｃ１）を含有する本発明のカラーフィルタ用着色組成物は、いずれも保
存安定性に優れ、塗膜異物も少なく、ガラス密着性が良好で、また現像残渣がなく、カラ
ーフィルタとして好ましく使用できる範囲にあった。
【０２６６】
　これらの感光性着色組成物（レジスト材Ｒ－１～３５）において使用している着色剤で
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ある、側鎖にカチオン性基を有する樹脂（ａ１）とアニオン性染料（ａ２）と反応させる
ことにより得られた造塩化合物は、他のレジストを構成する成分との相溶性が極めて良好
で、因ってレジスト材が安定した塗液特性を示すものと考えられる。このことによりレジ
スト材の保存安定性が得られ，ひいては主として着色成分等が凝集することに起因する塗
膜異物が発生しないものと考えられる。
【０２６７】
　また、これらの感光性着色組成物（レジスト材Ｒ－１～３５）では、側鎖にカチオン性
基を有する樹脂とアニオン性染料（ａ２）と反応させることにより得られた造塩化合物を
着色剤として用いていることに加えて、更に酸基を有する多官能性モノマーをレジスト材
の構成として用いることにより現像特性が極めて良好となり、現像時のガラス基材からの
パターン剥離やパターン端部の欠けが抑えられる。
【０２６８】
　また上記酸基を有する多官能性モノマーを使用することにより，レジスト材塗膜の現像
液への溶解性が向上し，未露光部の残渣が大幅に低減されるものと考察される。
【０２６９】
　一方、比較例１の感光性着色組成物（レジスト材Ｒ－３６）は安定性が悪く組成物の粘
度が大幅に上昇した。また塗膜上の異物の発生が極めて多かった。また現像残渣が多く、
カラーフィルタとして使用可能な品位には達しなかった。
【０２７０】
　これは、当レジスト材に使用した着色成分が、側鎖にカチオン性基を有する樹脂とアニ
オン性染料（ａ２）とを反応させて得られた造塩化合物ではなく、レジスト材を構成する
成分との相溶性が良好とは言えず、そのために着色成分の凝集が発生し、各種特性が劣る
ということが判断できる。
【０２７１】
　比較例２および比較例３の感光性着色組成物（レジスト材Ｒ－３７、３８）は安定性、
塗膜異物の発生は良好であったが，現像残渣に問題があった。このことから，モノマーと
して酸基を有する多官能性モノマー(Ｃ１)を含有することによって着色組成物が現像時の
残渣低減を可能とし、優れたカラーフィルタを提供できることがわかる。
【０２７２】
　比較例４のレジスト材（Ｒ－３８）は側鎖にカチオン性基を有する樹脂とアニオン性染
料（ａ２）とを反応させて得られた造塩化合物を含まず，かつ酸基を有する多官能性モノ
マーを含有していないことで，各種特性が大幅に劣る結果となった。
【０２７３】
＜カラーフィルタの製造＞
　レジスト材Ｒ－６における造塩化合物溶液（Ｚ－１）と青色顔料分散体（Ｑ－Ｂ）の合
計２１．０部を、赤色レジスト材では赤色顔料分散体（Ｑ－Ｒ）に、緑色レジスト材では
緑色顔料分散体（Ｑ－Ｇ）に置き換えた以外はレジスト材Ｒ－６の造塩化合物溶液（Ｚ－
１）と青色顔料分散体（Ｑ－Ｂ）を各色顔料分散体に置き換えて、カラーフィルタ用赤色
着色組成物、カラーフィルタ用緑色着色組成物を得た。
【０２７４】
　１００ｍｍ×１００ｍｍのガラス基板上にダイコータで赤色着色組成物を約２μｍの厚
さに塗工し、７０℃のオーブン内に２０分間溶剤を除去乾燥させた。次いで、露光装置を
用いて紫外線によりストライプパターン露光を行った。露光量は１００ｍＪ／ｃｍ2とし
た。更に、炭酸ナトリウム水溶液からなる現像液によりスプレー現像して未露光部分を取
り除いた後、イオン交換水で洗浄し、この基板を２３０℃で３０分加熱して線幅約５０μ
ｍの赤色フィルタセグメントを形成した。次いで、同様の所作により、赤色フィルタセグ
メントの隣に緑色着色組成物を用いて緑色フィルタセグメントを、次いでレジスト材Ｒ－
６を用いて青色フィルタセグメントを形成し、同一ガラス基板上に３色のフィルタセグメ
ントを具備するカラーフィルタを得た。
【０２７５】
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　本発明におけるカラーフィルタ用着色組成物を用いると、広い色度範囲において色特性
に優れ、耐熱性の良好なフィルタセグメントを有するカラーフィルタを作製することがで
きた。
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